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第１ 企業の概況 
 

１．主要な経営指標等の推移 
(1）連結経営指標等      

回 次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期 

会 計 期 間 自平成10年９月１日 
至平成11年２月28日 

自平成11年９月１日 
至平成12年２月29日 

自平成12年９月１日 
至平成13年２月28日 

自平成10年９月１日 
至平成11年８月31日 

自平成11年９月１日 
至平成12年８月31日 

売上高 (百万円) － － 63,240 － 316,624 

経常利益(△は経常損失) (百万円) － － △   8,382 － 47,629 

中間(当期)純利益 
(△は純損失) (百万円) － － △   44,263 － 5,074 

純資産額 (百万円) － － 63,054 － 99,645 

総資産額 (百万円) － － 226,335 － 299,024 

１株当たり純資産額 (円) － － 2,034.92 － 3,215.89 

１株当たり中間(当期)純利益 
(△は純損失) (円) － － △ 1,428.48 － 163.93 

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 (円) － － － － 163.24 

自己資本比率 (％) － － 27.9 － 33.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) － －  △   10,009 －  △  56,361 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) － －   7,728 －   △  38,732 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) － －  △   14,352 － 156,697 

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 (百万円) － － 41,984 － 79,144 

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] (人) 

－ 
［ －］

－ 
［ －］

6,997 
［2,007］

－ 
［ －］

7,630 
［1,548］ 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．中間連結財務諸表規則が新たに制定され、第14期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成してい 

  るため、それ以前については記載しておりません。 

      ３．第14期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、新株引受権付社債を発行しておりますが、 

            １株当たり中間純損失が計上されているため、記載しておりません。 

        ４．連結財務諸表は第13期から作成しております。 
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(2）提出会社の経営指標等      

回 次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期 

会 計 期 間 自平成10年９月１日 
至平成11年２月28日 

自平成11年９月１日 
至平成12年２月29日 

自平成12年９月１日 
至平成13年２月28日 

自平成10年９月１日 
至平成11年８月31日 

自平成11年９月１日 
至平成12年８月31日 

売上高 (百万円) 99,563 191,314 27,145 259,277 280,873 

経常利益 (百万円) 5,551 7,412 2,557 20,686 55,047 

中間(当期)純利益 
(△は純損失) (百万円) 3,033 4,326 △   31,095 9,882 6,243 

資本金 (百万円) 7,403 36,028 36,052 7,695 36,052 

発行済株式総数 (株) 29,538,941 30,982,897 30,986,365 29,647,052 30,986,365 

純資産額 (百万円) 33,798 99,880 75,278 40,976 101,539 

総資産額 (百万円) 85,263 292,907 216,248 140,473 269,354 

１株当たり純資産額 (円) 1,144.21 3,223.74 2,429.42 1,382.14 3,276.91 

１株当たり中間(当期)純利益 
(△は純損失) (円) 102.69 139.63 △ 1,003.51 334.32 201.68 

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 (円) ― ― ― 333.29 200.83 

１株当たり中間(年間)配当額 (円) 10 10 ― 100 40 

自己資本比率 (％) 39.6 34.1 34.8 29.2 37.7 

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] (人) 

1,090 
［1,005］

427 
［836］

277 
［169］

2,120 
［1,361］

621 
［585］

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第12期の１株当たり配当額には特別配当60円が含まれております。 

        ３．第14期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、新株引受権付社債を発行しております 

      が、１株当たり中間純損失が計上されているため、記載しておりません。 
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２．事業の内容 
当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な 

  変更はありません。 

 
 

３．関係会社の状況 
 当中間連結会計期間において、異動のあった重要な関係会社は以下のとおりであります。 

 

 
名 称 住 所 資 本 金 (百万円) 

主 要 な     
事業の内容     

議決権の 
所有割合 
  (％) 

関係内容 摘要   

㈱ﾌｧｲﾌﾞｴﾆｰ 東京都千代田区 280 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ     
関連事業 

82.1 
(53.6) 役員の兼任あり｡ ＊１ 

㈱ﾋﾟｰﾃｨｰｱﾝﾄﾞ
ｼｰ 大阪市中央区 400 移 動 体     通信事業 

71.3 
(71.3)  ＊２ 

㈱鈴康 福島県いわき市 31 移 動 体     通信事業 
100.0 
(100.0)  ＊２ 

㈱ｴﾇ･ｼｰ･ｼｰ 徳島県徳島市 20 移 動 体     通信事業 
80.0 
(80.0)  ＊２ 

㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｵﾌｨ
ｽ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 東京都千代田区 90 ＯＡ機器 販売事業 

100.0 
(100.0)  ＊２ 

連結子会社 
(新規) 

        他12社 

連結子会社 
(除外) ㈱ｸﾚｲﾌｨｯｼｭ 東京都新宿区 8,044 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ     

関連事業 
40.8 
(0.4)  ＊３ 

㈱ｸﾚｲﾌｨｯｼｭ 東京都新宿区 8,044 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ     
関連事業 

40.8 
(0.4)  

＊３ 
＊４ 

㈱ｴｰｼﾞｪﾝﾄ 大阪市中央区 64 移 動 体     通信事業 
46.0 
(46.0) 

当社商品の一部 
を販売。 

＊５ 
＊６ 

㈱ｵｰﾋﾞｰｴﾑ･ｼﾞｬ
ﾊﾟﾝ 東京都渋谷区 86 移 動 体     通信事業 

37.4 
(37.4) 

当社商品の一部 
を販売。 

＊５ 
＊７ 

持分法適用会社      
(新規) 

       他13社 

㈱ｸﾞｯﾄﾞｳｨﾙ･ｺ
ﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 東京都渋谷区 500 その他事業 19.5  ＊８ 

㈱ﾋﾟｰﾃｨｰｱﾝﾄﾞ
ｼｰ 大阪市中央区 400 移 動 体     通信事業 

71.3 
(71.3)  ＊２ 

持分法適用会社      
(除外) 

       他11社 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は間接所有割合で内数となっております。 

３．＊１：新規設立により、連結子会社となりました。 

４．＊２：業容が拡大し重要性が増したことにより、連結子会社となりました。 

５．＊３：業務委託契約解消に伴い、実質的に支配していると認められないため、連結子会社から持分法 

     適用関連会社となりました。 

６．＊４：有価証券報告書を提出しております。 

７．＊５：業容が拡大し重要性が増したことにより、持分法適用関連会社となりました。 

８．＊６：債務超過会社で債務超過の額は、平成12年11月末時点で4,239百万円となっております。 

９．＊７：債務超過会社で債務超過の額は、平成12年12月末時点で4,540百万円となっております。 

    10．＊８：株式の売却により当社の関連会社より除外されました。 
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４．従業員の状況 

(1）連結会社の状況 平成13年２月28日現在

事業の種類別セグメントの名称 従  業  員  数（人） 

移動体通信事業 763［  335］ 

ＯＡ機器販売事業 450［  169］ 

インターネット関連事業 66［   16］ 

衛星放送関連事業 49［  ―］ 

その他事業 5,574［1,473］ 

全社（共通） 95［   14］ 

合 計 6,997［2,007］ 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は [ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載し 

            ております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属 

  しているものであります。 

 

(2）提出会社の状況 平成13年２月28日現在

従業員数 277［169］人 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を［ ］外数で記載しており 

          ます。 

      ２．従業員数が前期末比で344名減少しておりますが、この主な理由は、関係会社等への従業員の転籍もしく 

          は出向によるものであります。 

 

(3）労働組合の状況 

   労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 
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第２ 事業の状況 
 

１．業績等の概要 
(1）業績 

当中間連結会計期間における我が国の経済は、情報通信関連など成長分野への設備投資が増加基調にあるなかで､ 

企業収益が改善し、一部で景気回復の動きが見られました。個人消費においては、一部明るさが窺われるものの、 

雇用・所得環境に目立った改善が見られず、海外経済の成長鈍化の影響も懸念され、全体としては景気の足踏み状 

態を続けてまいりました。 

このような経済状況のもと、情報通信産業におきましては、平成13年２月に携帯電話・ＰＨＳ総契約数が6,527 

  万件を超えるなど堅調に推移し、特に携帯電話からのインターネット利用者が急拡大しました。 

当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）では、このような市場環境において、顧客の新規獲 
 得とともに既存顧客へのサービスの充実も重要性を増していると判断し、前期から取り組んでおります販売インフ 
 ラの「量から質へ」の転換を中心とした事業リストラクチャリングを更に推し進め、収益性の向上のため、抜本的 
 な事業改革に着手し、インターネット事業の整理・見直し、投資戦略の変更、財務体質強化のための財務リストラ 
 クチャリングなどを機動的に行いました。 

  また、上記施策を迅速かつ徹底した管理のもとに行うための体制として、取締役会のスリム化や執行役員制度を 
導入し、コーポレートガバナンスの強化を行いました。 
こうした状況の下、当中間連結会計期間の業績は、売上高63,240百万円、営業利益1,014百万円、経常損失8,382 

百万円、投資勘定の評価を再検討したことに伴う引当・評価損などの特別損失を計上したことにより、中間純損失 

44,263百万円となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

移動体通信事業におきましては、連結会社全体の当中間連結会計期間末における店舗数は985店舗（専売店365店 

舗、併売店620店舗）となり、当中間連結会計期間における販売台数は48.6万台（新規獲得32.2万台、機種変更 

16.3万台）、当中間連結会計期間末における保有台数は397万台となりました。当中間連結会計期間より、(１)販 

売費の削減、(２)地域密着による経営、(３)適正規模での経営管理を可能にするため、当社の代理店として販売を 

行っていた関係会社の多くを、キャリアと直接取引を行う一次代理店へと移行しました。これにより、当社を通し 

て販売される商品が減少したため、商品売上および受付コミッションの減少により、前連結会計年度と比べ売上高 

は減少しました。この結果、売上高は43,812百万円、営業利益は6,020百万円となりました。 

 

ＯＡ機器販売事業におきましては、㈱アイ・イーグループを中心に、比較的成熟した市場の中で、ユーザーの 

 ニーズに応えたＯＡ機器・通信機器を取りそろえ、拡張性を最大限に考慮したパッケージを提供することで、他社 

 との差別化を図りました。この結果、売上高は7,780百万円、営業利益は899百万円となりました。 

 

インターネット関連事業におきましては、主に前述の事業リストラクチャリングを行いました結果、特別損失 

  3,997百万円を計上し、売上高は1,760百万円、営業損失は1,454百万円となりました。 

 

衛星放送関連事業におきましては、ＣＳデジタル衛星放送の会員制視聴サービス「デジタルクラブ」の加入手続 

業務を、契約期間の満了した平成12年８月をもって休止しております。この結果、売上高は940百万円、営業損失 

618百万円となりました。 

 

その他事業におきましては、テレマーケティング事業では、商材の多角化を行い、提供するサービスの充実を図 

  りました。また、投資事業では、当中間連結会計期間末現在、当社出資先企業の32社（前連結会計年度末時点：25 

  社）が新規株式公開を果たしております。この結果、売上高は12,516百万円、営業利益は1,596百万円となりまし 

  た。 
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(2）キャッシュ・フロー 

  当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資有価証券の売 

却が進んだ一方で、法人税等の支払や借入金の返済・社債の買入により資金が減少した他、連結の範囲除外による 

資金の減少が22,336百万円に及んだことにより、当中間期末残高は41,984百万円となりました。 

  当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は10,009百万円となりました。これは、税金等調整前中間純損失が47,099百万円、 

法人税等の支払が10,598百万円となった一方、投資損失引当金等の非資金項目を計上したことによるものでありま 

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は7,728百万円となりました。これは投資有価証券の取得や短期貸付金の増加によ 

 る支出があったものの、投資有価証券の売却により21,973百万円の収入を得たことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は14,352百万円となりました。これは、借入金の返済や社債の買入を進めたことに 

 よるものであります。 

 

 なお、当中間連結会計期間から中間連結財務諸表を作成しているため、(1)業績 及び(2)キャッシュ・フローに 

ついては、前年同期との比較分析は行っておりません。 

 

 

２．生産、受注及び販売の状況 
(1）生産実績 

  該当事項はありません。 

 

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
 

（単位：百万円）

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

移動体通信事業 43,812 

ＯＡ機器販売事業 7,732 

インターネット関連事業 1,677 

衛星放送関連事業 940 

その他事業 9,077 

合計 63,240 

    （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

              ２．当中間連結会計期間は、連結ベースで作成する初年度であるため、前年同期との比較は行ってお 

         りません。  
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３．対処すべき課題 

当中間連結会計期間より金融商品会計などの新会計基準が随時導入されておりますが、当社グループは新基準に 
厳格に対応するとともに、財務体質強化のための財務リストラクチャリングや不採算事業の見直しなどの事業リス 
トラクチャリングを機動的に行い、キャッシュ・フローをより重視した経営を行ってまいります。 
 

 

４．経営上の重要な契約等 
  当中間連結会計期間における経営上の重要な契約等の解約は以下のとおりであります。 

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約解約の締結日 

㈱光通信 

（当 社） 
㈱クレイフィッシュ 

ヒットメール商標を用いたホスティング・ 

サービスに関する販売業務委託契約 
平成12年11月１日 

 

  その他、経営上の重要な契約等に変更はありません。 

 

 

５．研究開発活動 

   該当事項はありません。 
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第３ 設備の状況 
 

１．主要な設備の状況 
  (1) 提出会社の設備の状況 

   当中間連結会計期間において、移動体通信事業における販売インフラの「量から質へ」の転換を中心とした事 

  業リストラクチャリングを推し進める過程で、販売店舗の閉鎖及び改装を行い、かかる設備を除却いたしました。 

    また、国内子会社である㈱ジェイサイド・ドット・コムが運営しておりましたインターネット関連事業におけ 

  るコミュニティーサイト「Jside.com」に関する業務の全てを、平成13年２月14日に株式会社エムステーショ 

  ン・ドットコムへ引継いでおり、当該コミュニティーサイト運営に関するシステム機器等を売却いたしました。 

    その設備の異動の状況は次のとおりであります。 

帳簿価額（単位：百万円） 
事業所名 

(所在地) 

事 業 の 種 類 別 

セグメントの名称 
設備の内容 

建物及び
構 築 物     

土  地 
(面積㎡) その他 

合  計 
摘 要 

北海道 移動体通信事業 店舗設備及び備品 118 ― 18 137 ＊１ 

東  北 移動体通信事業 店舗設備及び備品 121 ― 42 164 ＊１ 

関  東 移動体通信事業 店舗設備及び備品 354 ― 130 485 ＊１ 

北  陸 移動体通信事業 店舗設備及び備品 69 ― 43 113 ＊１ 

中  部 移動体通信事業 店舗設備及び備品 40 ― 31 72 ＊１ 

関  西 移動体通信事業 店舗設備及び備品 252 ― 128 381 ＊１ 

中  国 移動体通信事業 店舗設備及び備品 244 ― 64 308 ＊１ 

四  国 移動体通信事業 店舗設備及び備品 84 ― 19 104 ＊１ 

九  州 移動体通信事業 店舗設備及び備品 148 ― 71 220 ＊１ 

店 舗 関 連  計 1,436 ― 551 1,987  

― ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ関連事業 システム機器 ― ― 1,684 1,684 ＊１ 

― ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ関連事業 ソフトウェア ― ― 526 526 ＊２ 

システム関連 計 ― ― 2,210 2,210  

（注）１．＊１：帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。 

          ＊２：帳簿価額のうち「その他」は、無形固定資産のソフトウェアであります。 

      ２．金額には消費税等は含まれておりません。 

 

  (2) 国内子会社の設備の状況 

    当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

  (3) 在外子会社の設備の状況 

    当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２．設備の新設、除却等の計画 
  (1) 前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設についての変更は次のとおりであります。 

① 移動体通信事業において、提出会社が新設する予定でありましたＳＨＯＰ20店舗(500百万円)については、 

   移動体通信市場の環境の変化を鑑み、計画を一時見合わせました。 

② その他事業において、クロス・ワン㈱が新設する予定でありましたネットワーク関連設備(500百万円)につ 

   いては、同社の事業計画を見直したことに伴い、計画を中止しました。 

 

 (2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 
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第４ 提出会社の状況 
 

１．株式等の状況 

(1）株式の総数等   

種 類 会社が発行する株式の総数 摘 要 

普通株式 118,029,600 株 （注） 

計     118,029,600 株 － 

 （注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

発 行 数 記名・無記名 
の別及び額面 
・無額面の別 

種類 中間会計期間末現在 
(平成13年２月28日現在) 

提 出 日 現 在 
(平成13年５月30現在) 

上場証券取引所名 
又 は 登 録 証 券 業 
協 会 名 

摘 要 

記名式額面株式 
(券面額 50円) 

普通 
株式 30,986,365 株 35,986,365 株 東京証券取引所 

市場第一部 (注)１.２.３. 

発

行

済

株

式 

計 － 30,986,365 株 35,986,365 株 － － 

 （注）１．発行済株式は、全て議決権を有しております。 

        ２．「提出日現在」欄の発行数には、平成13年５月１日以降提出日までの新株引受権付社債の権利行使に 

      より発行されたものは含まれておりません。 

    ３．平成13年４月27日開催の取締役会決議に基づき、平成13年５月15日付をもって、5,000,000株の第三者 

      割当による増資を行っております。 

 

 

(2)発行済株式総数、資本金等の状況 

発 行 済 株 式 総 数 資 本 金 資 本 準 備 金 
年 月 日 

増 減 数 残 高 増 減 額 残 高 増 減 額 残 高 
    摘  要 

 株 株 百万円 百万円 百万円 百万円  

平成12年９月１日～         
平成13年２月28日        － 30,986,365 － 36,052 － 44,751  

（注）新株引受権の残高、行使価格及び資本組入額は次のとおりであります。 

 
平成13年２月28日現在 平成13年４月30日現在 

銘柄 
(発行年月日) 

新株引受権の残高 行使価格 資本組入額 新株引受権の残高 行使価格 資本組入額 

第 １ 回 無 担 保  
新 株 引 受 権 付 社 債        
(平成９年７月２日) 

203百万円 7,680円 (注) 203百万円 7,680円 (注) 

第 ２ 回 無 担 保  
新 株 引 受 権 付 社 債        
(平成10年７月23日) 

295百万円 4,830円 (注) 295百万円 4,830円 (注) 

第 ３ 回 無 担 保  
 新 株 引 受 権 付 社 債        
(平成11年４月16日) 

1,492百万円 22,050円 (注) 1,492百万円 22,050円 (注) 

第 ４ 回 無 担 保  
 新 株 引 受 権 付 社 債        
(平成11年12月24日) 

7,000百万円 149,600円 (注) 7,000百万円 149,600円 (注) 

(注) 資本組入額は、行使価額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じた場合は、その端数を 

 切り上げた額と致します。但し、行使により当社額面普通株式を発行する場合で、上記により算出された 

 資本に組入れる額が当社額面普通株式の額面金額を下回る場合は、当該額面金額を資本に組入れる額と致 

 します。 
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(3)大株主の状況  
平成13年２月28日現在

氏 名 又 は 名 称 住 所 所有株式数 発行済株式総数に対する 所 有 株 式 数 の 割 合 

  千株 ％ 

㈲光パワー 東京都千代田区大手町２丁目１－１ 14,202 45.84 

重田 康光 東京都港区南麻布４丁目９－５ 3,949 12.75 

セデル 67 BD GRANDE-DUCHESSE CHARLOTTE  
L-1010  LUXEMBOURG 986 3.18 

(常任代理人㈱日本興業銀行) (東京都千代田区丸の内１丁目３－３)   

ﾄﾞｲﾁｬｰ ｱｳｽﾗﾝｽﾞｶﾂｾﾝﾌｪｱﾗ
ｲﾝ ｱｰｹﾞｰ ｶｽﾀﾏｰｽﾞ ｱｶｳﾝﾄ 

BOERSENPLATZ 7-11 60313 FRANKFURT  
AM MAIN FR GERMANY 633 2.04 

(常任代理人㈱東京三菱銀行) (東京都千代田区丸の内２丁目７－１)   

㈱カンサイマック 東京都世田谷区上北沢３丁目21-11 603 1.95 

ﾊﾟｼﾌｨｯｸ ｾﾝﾁｭﾘｰ ｸﾞﾙｰﾌﾟ  
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

SKELTON BLDG.. MAIN STREET.P.O.BOX 3136. 
ROAD TOWN. TORTOLA. BRITISH VIRGIN ISLANDS 510 1.65 

(常任代理人香港上海銀行) (東京都中央区日本橋３丁目11－１)   

㈱東京設備  東京都渋谷区神宮前１丁目８－８     354 1.14 

ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｱﾝﾄﾞ･ｶﾝ
ﾊﾟﾆｰﾚｷﾞｭﾗｰｱｶｳﾝﾄ 85 BROAD STREET NEW YORK. NY. USA 214 0.69 

(常任代理人ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ証券会社) (東京都港区赤坂１丁目12－32)   

玉村 剛史 東京都文京区小石川１丁目４－１ 206 0.67 

光通信従業員持株会  東京都千代田区大手町２丁目１－１  101 0.33 

計 － 21,762 70.24 

 

 

(4)議決権の状況   
平成13年２月28日現在

議 決 権 の あ る 株 式 数 
議決権のない株式数 

自 己 株 式 等 そ の 他 
単位未満株式数 摘 要 発

行
済
株
式 

株 
－ 

株 
6,000 

株 
30,947,400 

株 
32,965 （注）１．２． 

  （注）１．単位未満株式には、当社所有の自己株式38株が含まれています。 

         ２．上記「議決権のある株式数」の「その他」及び「単位未満株式数」の欄には、証券保管振替機構名義 

             の非顕名義株式がそれぞれ32,900株及び535株含まれています。 

 

所有者の氏名又は名称等 所 有 株 式 数 

氏 名 又 は 名 称 住 所 自己名義 他人名義 計 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合 

摘 要 

  株 株 株 ％  

㈱光通信 東京都千代田区大手 
町２丁目１－１ － － － － (注) 

㈱ジェイ・コミュニ
ケーション 

大阪府大阪市中央区 
南船場３丁目２－４ 1,000 － 1,000 0.00  

㈱オービーエム 福岡県久留米市 
合川町2225  5,000 － 5,000 0.02  

自
己
株
式
等 

計 － 6,000 － 6,000 0.02 － 

 （注）株主名義上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が300株あります。なお、当該 

        株式数は、上記「発行済株式」の「議決権のある株式数」の「その他」の中に含まれております。 
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２．株価の推移        

月 別 平成12 年９月      10月 11月 12月 平成13 年１月      ２月 

最 高 5,600円 4,080円 3,070円 2,620円 3,400円 2,900円 

当該中間会計期間

における月別最

高・最低株価 
最 低 4,150円 1,610円 1,730円 1,740円 1,500円 1,960円 

 （注）株価はいずれも東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

 

３．役員の状況 
 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 

(1）新任役員 

    該当事項はありません｡ 

 

 (2）退任役員   

役名及び職名 氏 名 退 任 年 月 日 

監 査 役 小  島   明 平成13年１月15日 

 

  (3) 役職の異動 

      該当事項はありません｡ 
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第５ 経理の状況 
 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 
(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省 

  令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38 

  号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成11年９月１日から平成12年２月29日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基 

づき、当中間会計期間（平成12年９月１日から平成13年２月28日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ 

いて作成しております。 

 

(3）当中間連結会計期間（平成12年９月１日から平成13年２月28日まで）は、中間連結財務諸表規則が新たに制定 

  され、中間連結財務諸表の作成初年度であるため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中 

  間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行って 

  おりません。 

 

  (4) 当社の中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円未満の金額を切り捨てて記載してお 

  りましたが、当中間会計期間から百万円未満の金額を切り捨てて記載することに変更しました。 

   なお、比較を容易にするため、前中間会計期間についても百万円単位に組替え表示しております。 

 

２．監査証明について 
 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成12年９月１日から平成13年２月28  

日まで）の中間連結財務諸表については、朝日監査法人により中間監査を受け、前中間会計期間（平成11年９月１ 

日から平成12年２月29日まで）の中間財務諸表については監査法人太田昭和センチュリーにより中間監査を受け、 

当中間会計期間（平成12年９月１日から平成13年２月28日まで）の中間財務諸表については朝日監査法人により中 

間監査を受けております。 

  なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

  第13期事業年度の中間財務諸表                      監査法人太田昭和センチュリー 

  第14期事業年度の中間連結財務諸表及び中間財務諸表  朝日監査法人 

 その中間監査報告書は、中間連結財務諸表及び中間財務諸表のそれぞれの直前に掲げております。 
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１．中間連結財務諸表等 
(1）中間連結財務諸表 

① 中間連結貸借対照表     
（単位：百万円）

当中間連結会計期間末 
 

（平成13年２月28日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成12年８月31日現在） 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資産の部）    ％   ％ 

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※1  42,049   67,553  

２．受取手形及び売掛金   13,777   14,104  

３．有価証券   1,581   18,975  

４．たな卸資産   3,221   3,482  

５．その他 ※2  12,987   26,359  

６．貸倒引当金   △      375   △    1,337  

 流動資産合計   73,243 32.4  129,137 43.2 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産 ※1 16,664   19,499   

減価償却累計額  5,427 11,236  5,466 14,033  

２．無形固定資産        

(1)連結調整勘定  211   4,244   

(2)その他  1,954 2,166  1,890 6,134  

３．投資その他の資産        

(1)投資有価証券  128,552   124,763   

(2)出資金  20,318   19,975   

(3)破産債権等に準ずる債権            9,645   3,760   

(4)その他  11,914   14,212   

(5)投資損失引当金  △   21,502    △  10,199   

(6)貸倒引当金  △    9,238 139,688  △   2,792 149,719  

 固定資産合計   153,092 67.6  169,886 56.8 

 資産合計   226,335 100.0  299,024 100.0 

         
 



 

－  － 
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     （単位：百万円）

当中間連結会計期間末 
 

（平成13年２月28日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成12年８月31日現在） 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

（負債の部）    ％   ％ 

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※1  6,514   4,345  

２．短期借入金 ※1  10,451   16,466  

３．１年以内償還予定の社債   16,673   2,190  

４．賞与引当金   345   455  

５．その他 ※2  14,559   24,352  

 流動負債合計   48,544 21.4  47,810 16.0 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※1  15,272   19,403  

２．社債   90,319   109,224  

３．退職給付引当金   29   －  

４．役員退職慰労引当金   76   103  

５．その他   675   439  

 固定負債合計   106,372 47.0  129,171 43.2 

Ⅲ 為替換算調整勘定   ― ―  212 0.1 

 負債合計   154,917 68.4  177,195 59.3 

         

（少数株主持分）        

 少数株主持分   8,363 3.7  22,184 7.4 

         

（資本の部）        

Ⅰ 資本金   36,052 15.9  36,052 12.0 

Ⅱ 資本準備金   44,751 19.8  44,751 15.0 

Ⅲ 連結剰余金(△は欠損金)   △   24,311 △ 10.7  18,841 6.3 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   5,737 2.5  ― ― 

Ⅴ 為替換算調整勘定   825 0.4  ― ― 

   63,054 27.9  99,645 33.3 

Ⅵ 自己株式   △        0 △  0.0  △        0 △ 0.0 

 資本合計   63,054 27.9  99,645 33.3 

 負債､少数株主持分及び資本合計                226,335 100.0  299,024 100.0 

         
 

 

 



 

－  － 
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② 中間連結損益計算書     
（単位：百万円）

当中間連結会計期間 
 

自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％   ％ 

Ⅰ 売上高   63,240 100.0  316,624 100.0 

Ⅱ 売上原価   29,116 46.0  115,812 36.6 

 売上総利益   34,124 54.0  200,811 63.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  33,110 52.4  219,079 69.2 

 営業利益(△は営業損失)   1,014 1.6  △ 18,268 △5.8 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  1,007   1,215   

２．受取配当金  23   1,283   

３．投資有価証券売却益 ※2 2,216   80,086   

４．受取解約調整金  1,025   －   

５．その他営業外収益  1,121 5,394 8.5 3,111 85,697 27.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  1,194   2,561   

２．有価証券売却損  －   9,848   

３．持分法による投資損失  10,053   2,654   

４．支払解約調整金  1,530   －   

５．その他営業外費用  2,012 14,791 23.4 4,735 19,799 6.3 

 経常利益(△は経常損失)   △  8,382 △13.3  47,629 15.0 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  4,471   20,852   

２．持分変動によるみなし売却益 ※3 161   10,223   

３．社債買入消却益 ※4 2,110   7,124   

４．貸倒引当金戻入益  1,056   1   

５．違約金収入  1,410   －   

６．和解金収入 ※5 3,500   －   

７．その他  64 12,775 20.2 1,365 39,568 12.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－  － 
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（単位：百万円）

当中間連結会計期間 
 

自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％   ％ 

Ⅶ 特別損失        

１． 固定資産除却損  2,284   2,682   

２． 固定資産売却損  1,530   3   

３． 投資有価証券評価損  4,023   1,482   

４． 投資有価証券売却損  1,277   339   

５． 投資損失引当金繰入額  18,067   10,305   

６． 貸倒引当金繰入額  4,310   ―   

７． 事業整理損失 ※8 2,307   ―   

８． 解約違約金 ※9 2,875   ―   

９． 連結調整勘定一時償却費 ※6 14,469   ―   

10． 立退料 ※7 ―   51,594   

11. その他  345 51,491 81.4 2,136 68,543 21.6 

  税金等調整前中間(当期)純利益   (△は純損失)   △ 47,099 △ 74.5  18,654 5.9 

  法人税、住民税及び事業税  883   16,784   

  法人税等調整額  △  3,799 △  2,915 △  4.6   △ 2,100 14,683 4.6 
  少数株主利益(△は少数株主損失)   79 0.1  △  1,103 0.3 

  中間(当期)純利益(△は純損失)   △ 44,263 △ 70.0  5,074 1.6 

       

③ 中間連結剰余金計算書    
（単位：百万円）

当中間連結会計期間 
 

自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅰ 連結剰余金期首残高      

１． 連結剰余金期首残高  18,841  16,274  

２． 過年度税効果調整額  ― 18,841 770 17,044 

Ⅱ 連結剰余金増加高      

１． 連結子会社減少による剰余金増加高               2,174  ―  

２． 連結子会社の合併に伴う剰余金増加高               20 2,194 ― ― 

Ⅱ 連結剰余金減少高      

１． 連結子会社増加による剰余金減少高               43  ―  

２． 持分法適用会社減少による剰余金減少高               105  ―  

３． 配当金  929  2,978  

４． 役員賞与  5 1,084 300 3,278 

Ⅳ 中間(当期)純利益 (△は純損失)   △    44,263  5,074 

Ⅴ 連結剰余金中間期末(期末)残高  (△は欠損金)   △    24,311  18,841 

       



 

－  － 
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④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

当中間連結会計期間 
 

自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間(当期)純利益(△は純損失)  △    47,099 18,654 

減価償却費  1,443 3,342 

連結調整勘定償却額  14,545 1,174 

貸倒引当金の増減額  5,404 3,835 

投資損失引当金の増減額  15,239 10,199 

受取利息及び受取配当金  △     1,031 △      2,498 

支払利息  1,194 2,561 

投資有価証券売却損益  △     5,410 △     90,751 

投資有価証券評価損       4,700 2,768 

持分法による投資損益  10,053 2,654 

固定資産除売却損益  3,812 2,661 

持分変動によるみなし売却損益  △        21 △     10,217 

社債買入消却益  △     2,110 △      7,124 

売上債権の増減額  △     1,642 37,280 

たな卸資産の増減額  675 1,785 

未収金の増減額  1,730 △     13,074 

仕入債務の増減額  1,014 △      5,107 

未払金の増減額  △     5,639 1,834 

その他の営業債権の増減額  331 △      5,791 

その他の営業債務の増減額  2,953 1,280 

その他の営業活動によるキャッシュ・フロー                 354 1,923 

小計  498 △     42,609 

利息及び配当金の受取額  1,304 2,505 

利息の支払額  △     1,213 △      2,349 

法人税等の支払額  △    10,598 △     13,907 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  △    10,009 △     56,361 

 



 

－  － 
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 （単位：百万円）

当中間連結会計期間 
 

自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 有価証券の取得による支出  ― △    111,257 

 有価証券の売却による収入  ― 194,804 

 有形固定資産の取得による支出  △      797 △      7,411 

 有形固定資産の売却による収入  276 1,955 

 無形固定資産の取得による支出  △      221 △      1,333 

 投資有価証券の取得による支出  △   12,482 △    151,355 

 投資有価証券の売却による収入  21,973 63,068 

 新規連結子会社株式の取得に伴う支出  △      568 △     11,004 

 出資金の払込による支出  △      452 △     24,319 

 出資金の回収による収入  13 7,557 

 短期貸付金の払込による支出  △    4,228 △     22,296 

 短期貸付金の回収による収入  697 23,694 

 敷金保証金の払込による支出  △      535 ― 

 敷金保証金の回収による収入  1,787 ― 

 その他の投資活動によるキャッシュ・フロー                   2,264 △        835 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  7,728 △     38,732 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 短期借入れによる収入  2,950 ― 

 短期借入金の返済による支出  △    8,899 ― 

 短期借入金の増減額  ― △      5,519 

 長期借入れによる収入  524 53,000 

 長期借入金の返済による支出  △   5,772 △     42,782 

 社債の発行による収入  ― 84,881 

 社債の買入及び償還による支出  △   2,274 △     12,837 

 株式の発行による収入  ― 56,456 

 少数株主による株式払込による収入  50 26,384 

 自己株式の売却による増減額  △     0 96 

 配当金の支払額  △    931 △      2,981 

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △   14,352 156,697 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  671 519 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△は減少額)  △   15,962 62,124 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  79,144 4,603 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高                    1,142 12,416 

Ⅷ 連結除外による現金及び現金同等物の減少高                    △   22,336 ― 

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高                    41,984 79,144 

     
 



－  － 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

期  別 
 
項  目 

当中間連結会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

１．連結の範囲に関する 

    事項 

(1) 連結子会社数 58社 

    主要な連結子会社名 

    ㈱ｲﾝﾌｫｻｰﾋﾞｽ   ㈱ｱｲ･ｲｰｸﾞﾙｰﾌﾟ 

    ㈱ｺｰﾙ･ﾄｩ･ｳｪﾌﾞ ㈱光通信ｷｬﾋﾟﾀﾙ 

    Hikari Tsushin International Limited 

 ㈱ﾌｧｲﾌﾞｴﾆｰ他７社は会社設立により、 

  ㈱ｱｲｴﾑﾃｨは株式の取得により、それぞれ 

 新たに子会社となったことから、連結の 

 範囲に加えました。 

㈱ﾋﾟｰﾃｨｰｱﾝﾄﾞｼｰ、㈱鈴康他６社は、業

容が拡大し重要性が増したため、連結の

範囲に加えました。 

 ㈱ｸﾚｲﾌｨｯｼｭは、業務委託契約解消に伴 

 い、実質的に支配していると認められな 

 いため、連結の範囲から除外しました。   

(2) 非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

  HIKARI TSUSHIN U.S. HOLDINGS,INC. 

  HIKARI TSUSHIN EUROPE LIMITED 

    

 (連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、いずれも小規模であ 

り、合計の総資産、売上高、中間純損益 

（持分に見合う額）及び剰余金（持分に 

見合う額）は、いずれも中間連結財務諸 

表に重要な影響を及ぼしていないためで 

あります。 

(1) 連結子会社数 42社 

主要な連結子会社の名称は、「第１  

企業の概況 ４．関係会社の状況」に 

記載しているため省略しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

  ㈱ｸｴｽﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

  HIKARI TSUSHIN U.S. HOLDINGS,INC. 

  ㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｵﾌｨｽ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 

 (連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、いずれも小規模であ 

  り、合計の総資産、売上高、当期純損益 

  (持分に見合う額)及び剰余金 (持分に見 

  合う額)は、いずれも連結財務諸表に重 

  要な影響を及ぼしていないためでありま 

  す。 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 ９社 

主要な持分法適用の非連結子会社 

 ㈱ｹｲ･ｴｽ･ｹｰ 

 ㈱ｱｰﾙｲｰﾃﾞｨ 

 ㈱山陽ﾃﾚﾄｰｸ 

㈱ﾋﾟｰﾃｨｰｱﾝﾄﾞｼｰ他５社は、業容が拡大 

し重要性が増したため、持分法適用の範 

囲から除外し、連結の範囲に加えました｡ 

また、㈲ｴﾇ･ﾕｰ･ﾋﾟｰ通信他１社は、合併 

による会社の消滅のため、持分法適用の 

範囲から除外しました。 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 17社 

主要な持分法適用の非連結子会社 

 ㈱ｹｲ･ｴｽ･ｹｰ 

 ㈱ｱｰﾙｲｰﾃﾞｨ 

 ㈱山陽ﾃﾚﾄｰｸ 

２．持分法の適用に関す 

    る事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 持分法適用の関連会社数 28社 

主要な持分法適用の関連会社 

 ㈱ﾃﾞｼﾞﾀﾙｸﾗﾌﾞ 

 ㈱ｼﾞｪｲ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

 ㈱ｵｰﾋﾞｰｴﾑ 

 ㈱ﾒﾝﾊﾞｰｽﾞ 

  ㈱ｹｲﾜｲｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 

(2) 持分法適用の関連会社数 17社 

主要な持分法適用の関連会社 

 ㈱ﾃﾞｼﾞﾀﾙｸﾗﾌﾞ 

 ㈱ｼﾞｪｲ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

 ㈱ｸﾞｯﾄｳｨﾙ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

 ㈱ﾌﾚｯｸｽﾌｧｳﾑ 

 ㈱ﾒﾝﾊﾞｰｽﾞ 

      ㈱ｹｲﾜｲｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 



－  － 
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期  別 
 
項  目 

当中間連結会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

㈱ｸﾞｯﾄﾞｳｨﾙ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ他４社は株式の 

売却等により持分法の範囲から除外しま 

した。 

㈱ｸﾚｲﾌｨｯｼｭ、㈱ｴｰｼﾞｪﾝﾄ他14社が、新 

たに持分法適用関連会社となっています｡ 

 

(3) 持分法を適用しない非連結子会社の 

うち主要な会社 

   HIKARI TSUSHIN U.S. HOLDINGS,INC. 

   HIKARI TSUSHIN EUROPE LIMITED 

(4) 持分法を適用しない関連会社のうち 

    主要な会社 

   ㈱ﾈｯﾄﾜｰｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

   ㈱ｼﾞｪｲ･ｼｰ･ｴｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

(5) 持分法を適用していない非連結子会社 

  及び関連会社は、それぞれ中間連結純損 

  益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微で 

  ありかつ全体としても重要性がないため､ 

  持分法の適用範囲から除外しております｡ 

(3) 持分法を適用しない非連結子会社の 

うち主要な会社 

  ㈱ｸｴｽﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

  HIKARI TSUSHIN U.S. HOLDINGS,INC. 

(4) 持分法を適用しない関連会社のうち 

    主要な会社 

   ㈱ﾈｯﾄﾜｰｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

   ㈱ｱｲｴﾑﾃｨ 

(5) 持分法を適用していない非連結子会社 

  及び関連会社は、それぞれ連結純損益及 

  び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり 

  かつ全体としても重要性がないため、持 

  分法の適用範囲から除外しております。 

 

(6) 持分法適用会社のうち、中間決算日が 

  中間連結決算日と異なる会社については 

  各社の中間会計期間に係る財務諸表を使 

  用しております。 

(6) 持分法適用会社のうち、決算日が連 

  結決算日と異なる会社については、各 

  社の事業年度に係る財務諸表を使用し 

  ております。 

３．連結子会社の中間決 

    算日（決算日）等に 

    関する事項 

 連結子会社のうち、連結子会社18社は 

 中間連結決算日と同一、連結子会社28社 

  は１月末、連結子会社11社は12月末、連 

  結子会社１社は11月末であります。 

連結子会社のうち、中間連結決算日と 

同一及び中間連結決算日から３ヶ月以内 

の決算日の連結子会社ついては、各決算 

日現在の中間財務諸表を使用しておりま 

す。ただし、中間連結決算日との間に生 

じた重要な取引については、連結上必要 

な修正を行っております。 

上記以外の連結子会社については、中 

間連結決算日現在で実施した仮決算に基 

づく中間財務諸表を使用しております。 

        

連結子会社のそれぞれの決算日は、 

「第１企業の概況 ３．事業の内容」に 

記載しているため省略しております。 

連結子会社のうち、連結決算日と同 

一及び連結決算日から３ヶ月以内の決 

算日の連結子会社ついては、各決算日 

現在の財務諸表を使用しております。 

ただし、連結決算日との間に生じた重 

要な取引については、連結上必要な修 

正を行っております。 

上記以外の連結子会社については、 

連結決算日現在で実施した仮決算に基 

づく財務諸表を使用しております。 

なお、Hikari Tsushin International  

Limited及び同社の子会社については、 

決算日は３月31日ですが（現在は一部 

   の会社を除き決算期を７月31日に変更 

   しております）７月31日現在で実施し 

   た仮決算に基づく財務諸表を使用して 

   おります。 

 

 

 

 



－  － 
 

 

25

期  別 
 
項  目 

当中間連結会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

４．会計処理基準に関する 

    事項 

(1) 重要な資産の評価基 

    準及び評価方法 

 

 

イ．有価証券 

   その他有価証券 

(ｲ) 時価のあるもの 

       中間決算日の市場価格等に基づく 

     時価法（評価差額は全部資本直入法 

     により処理しております。また、売 

     却原価は、移動平均法により計算し 

     ております） 

 (ﾛ) 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

ロ．デリバティブ 

    時価法 

ハ．たな卸資産 

(ｲ) 商品 

総平均法による原価法 

  (ﾛ) 原材料・仕掛品・製品 

   先入先出法による低価法 

 

 

イ．有価証券 

(ｲ) 取引所の相場のある有価証券 

移動平均法による低価法（洗替え方 

 式）を採用しております。 

(ﾛ) その他の有価証券 

移動平均法による原価法を採用して 

   おります。 

 

 

 

                               

 

ハ．たな卸資産 

(ｲ) 商品 

       同  左 

(ﾛ) 貯蔵品 

    最終仕入原価法 

(ﾊ) 原材料・仕掛品・製品 

    先入先出法による低価法 

(2) 重要な減価償却資産 

    の減価償却方法 

イ． 有形固定資産 

   当社及び国内連結子会社は主として 

  定率法（ただし、平成10年４月１日以 

  降に取得した建物（建物附属設備を除 

   く）は定額法）を採用し、在外連結子 

   会社は当該国の会計基準に基づき、建 

   物・構築物については定額法を、その 

   他は定率法を採用しております。 

 イ．有形固定資産 

    当社及び国内連結子会社は法人税法 

   の規定に基づく定率法によっておりま 

   す。 

ただし、平成10年４月１日以降に取 

   得した建物（建物附属設備を除く）に 

   ついては、法人税法の規定に基づく定 

   額法によっております。 

在外連結子会社は当該国の会計基準 

に基づき、建物・構築物については定 

額法を、その他は定率法によっており 

   ます。 

 ロ．無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、 

  自社利用のソフトウェアについては社 

  内における利用可能期間（５年）に基 

  づく定額法を採用しております。 

 ロ．無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについては 

   社内における利用可能期間（５年）に 

   基づく定額法、それ以外の無形固定資 

   産については、法人税法の規定に基づ 

   く定額法によっております。 
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期  別 
 
項  目 

当中間連結会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

(3) 重要な引当金の計    

    上基準 

イ．貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた 

め、一般債権については貸倒実績率に 

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ 

いては個別に回収可能性を勘案し、回 

収不能見込額を計上しております。  

ロ．投資損失引当金 

投資先に対する投資損失の発生に備 

    えるため、財政状態等を勘案し必要と 

    認められる金額を計上しております。 

ハ．賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出 

に備え、支給見込額に基づき計上して 

おります。 

ニ．退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当 

  連結会計年度末における退職給付債務 

  及び年金資産の見込額に基づき、当中 

  間連結会計期間末において発生してい 

  ると認められる額を計上しております。 

  なお、会計基準変更時差異（20百万円） 

  については、適用初年度において一時 

 に費用処理する方法を採用しておりま 

 す。 

ホ．役員退職慰労引当金 

   役員の退職による退職慰労金の支出 

  に備え、役員退職慰労金規程による中 

   間期末要支給額を計上しております。 

イ．貸倒引当金 

売掛債権その他の金銭債権の貸倒損 

   失に備え、法人税法の規定に基づく限 

   度額（法定繰入率）の他、個々の債権 

   の回収可能性を検討しております。 

 

ロ．投資損失引当金 

       同  左 

 

 

ハ．賞与引当金 

       同  左 

 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ホ．役員退職慰労引当金 

   役員の退職による退職慰労金の支出 

  に備え、役員退職慰労金規程による要 

   支給額を計上しております。 

(4) 重要な外貨建の資 

  産又は負債の本邦 

  通貨への換算の基 

  準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日 

  の直物為替相場により円貨に換算し、 

  換算差額は損益として処理しておりま 

  す。なお、在外子会社等の資産及び負 

  債は、在外子会社の中間決算日の直物 

  為替相場により円貨に換算し、収益及 

  び費用は中間決算日の直物為替相場に 

  より円貨に換算し、換算差額は資本の 

  部における為替換算調整勘定に含めて 

  おります。 

                     

(5) 重要なリース取引 

    の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す 

ると認められるもの以外のファイナン 

ス・リース取引については、通常の賃 

貸借取引に係る方法に準じた会計処理 

によっております。 

       同  左 
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期  別 
 
項  目 

当中間連結会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

(6) ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 ただし、特例処理の要件を充たす金利ス 

 ワップについては、特例処理を採用して 

 おります。また、振当処理及び特例処理 

 の要件を充たす通貨金利スワップについ 

  ては、ヘッジ対象との一体処理を採用し 

  ております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 通貨スワップ、金利スワップ、又は 

   これらを組み合わせた取引 

  ヘッジ対象 

   将来の市場価格（為替、金利）変動 

   に係わる市場リスクのある借入金、 

   外貨建社債  

③ ヘッジ方針 

通貨金利スワップは、外貨建社債に係 

 る将来の為替変動リスク及び金利変動リ 

 スクを回避する目的で行っており、ヘッ 

 ジ対象の識別は、個別契約毎に行ってお 

  ります。 

  金利スワップは、借入金の金利変動を 

 回避する目的で行っており、ヘッジ対象 

 の識別は、個別契約毎に行っております｡ 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

通貨金利スワップについては、ヘッジ 

 対象との一体処理を採用しているため、 

 ヘッジの有効性の評価を省略しておりま 

 す。また、金利スワップについては、特 

 例処理を採用しているため、ヘッジの有 

 効性の評価を省略しております。 

                              

(7) その他の連結財務      

    諸表作成のための  

    重要な事項 

   消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税抜方式によ 

  り処理しております。 

  消費税等の会計処理 

       同  左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結

キャッシュ・フロー計

算書）における資金の

範囲 

中間連結キャッシュ･フロー計算書に 

おける資金（現金及び現金同等物）は、 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び 

容易に換金可能であり、かつ、価格の変 

動について僅少なリスクしか負わない取 

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す 

る短期投資からなっております。 

連結キャッシュ･フロー計算書における 

資金（現金及び現金同等物）は、手許現 

金、随時引き出し可能な預金及び容易に 

換金可能であり、かつ、価格の変動につ 

いて僅少なリスクしか負わない取得日か 

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期 

投資からなっております。 
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     中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当中間連結会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

 連結財務諸表提出会社は、前連結会計年度まで売 

上高より控除していた携帯電話通信会社への支払解 

約調整金及び販売費及び一般管理費より控除してい 

た販売代理店からの受取解約調整金を当中間連結会 

計期間より営業外費用及び営業外収益に計上する方 

法に変更いたしました。 

 この変更は、従来、携帯電話販売事業が、携帯電 

話通信会社からのストックコミッション収入及び受 

付コミッション収入と販売代理店に対する販売手数 

料の支払という収支構造であったのに対し、今般の 

事業再編により携帯電話通信会社と販売代理店が直 

接取引をする形態となり、ストックコミッション収 

入を主とした収支構造に変更したため、受付コミッ 

ション収入及び販売手数料の支払は連結財務諸表提 

出会社の主たる営業活動と関係が希薄になったこと 

から、損益区分をより明確に表示するために行った 

ものであります。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して、 

売上高は1,530百万円増加、販売費及び一般管理費は 

1,025百万円増加、営業利益が504百万円増加し、営 

業外収益は1,025百万円増加、営業外費用は1,530百 

万円増加しておりますが、経常損失及び税金等調整 

前中間純損失には影響ありません。 

  なお、セグメント情報に与える影響はセグメント 

情報の「１．事業の種類別セグメント情報」の 

「（注）４．会計処理基準等の変更」に記載してお 

ります。 
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追加情報  

当中間連結会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

（退職給付会計） 

  当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準 

   （「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」 

  （企業会計審議会 平成10年６月16日））を適用し 

  ております。この変更による損益への影響は、軽微 

  であります。 

（金融商品会計） 

  当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準 

  （「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」 

  （企業会計審議会 平成11年１月22日））を適用し、 

  有価証券の評価基準及び評価方法並びにゴルフ会員 

  権の評価等に係る会計処理について変更しておりま 

  す。この変更による損益への影響は、軽微でありま 

  す。 

  また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を 

  検討し、その他有価証券のうち１年内に満期の到来 

  するものについては流動資産の「有価証券」として、 

  それ以外は投資その他の資産の「投資有価証券」と 

  して表示しております。この結果、期首時点で流動 

  資産の「有価証券」は6,765百万円減少し、投資その 

  他の資産の「投資有価証券」は同額増加しております｡ 

（外貨建取引等会計処理基準） 

   当中間連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会 

  計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に 

  関する意見書」（企業会計審議会 平成11年10月22 

  日））を適用しております。この変更による損益へ 

  の影響は、軽微であります。 

   また、前連結会計年度において「負債の部」に計 

  上しておりました為替換算調整勘定は、中間連結財 

  務諸表規則の改正により、「資本の部」並びに「少 

  数株主持分」に含めて計上しております。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係）  

当中間連結会計期間末 
（平成13年２月28日現在） 

前連結会計年度 
（平成12年８月31日現在） 

※１．担保提供資産 

  （担保に供している資産） 

   定期預金             1,577百万円 

   建物及び構築物            111百万円 

   機械装置及び運搬具         537百万円 

  （上記に対応する債務） 

   買掛金              2,085百万円 

   １年以内返済予定長期借入金    239百万円 

   （短期借入金に含めて表示しております。） 

   長期借入金              50百万円 

 

   

※１．担保提供資産 

  （担保に供している資産） 

   定期預金             1,992百万円 

   建物及び構築物           164百万円 

   機械装置及び運搬具         545百万円 

  （上記に対応する債務） 

   買掛金               966百万円 

   １年以内返済予定長期借入金     183百万円 

   （短期借入金に含めて表示しております。） 

   長期借入金             136百万円 

   リース債務              75百万円 

※２．消費税等の会計処理 

   未払消費税等は、流動負債の「その他」に含めて  

  表示しております。 

 

※２．消費税等の会計処理 

   未収消費税等は、流動資産の「その他」に含めて 

  表示しております。 

  ３．純資産額維持 

      連結財務諸表提出会社は、社債要項に基づいて 

    第４回新株引受権付社債(当初の発行総額7,000百万円  

    当中間連結会計期間末未償還残高7,000百万円 発行 

    日平成11年12月24日 償還日平成14年12月24日)及び 

    第６回無担保普通社債(当初の発行総額40,000百万円  

    当中間連結会計期間末未償還残高28,725百万円 発行 

    日平成11年12月24日 償還日平成15年12月24日)の未 

    償還残高が存在する限り、連結財務諸表提出会社の 

    決算期の末日における個別ベースの貸借対照表に示 

    される資本の部の金額を724億円以上に維持する必要 

    があります。当該金額を下回る場合は、その貸借対 

    照表の基準とした決算期の末日より４ヶ月を経過し 

    たときに期限の利益を喪失します。 

    これらの期限の利益喪失に関する特約は、本社債 

    のために担保附社債信託法に基づき、社債管理会社 

    が適当と認める担保権を設定したときは適用されま 

せん。 
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当中間連結会計期間末 
（平成13年２月28日現在） 

前連結会計年度 
（平成12年８月31日現在） 

  ４．偶発債務 

    以下の関係会社の仕入債務及び銀行借入に対 

   し、債務保証を行っております。 

 保証先 金額  

  仕入債務保証 百万円 

   ㈱ｴｰｱｰﾙｼｰ       500  

   ㈱ﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｱ       100  

   ㈱ｼﾞｪｲ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ        70  

   その他５社       153  

  銀行借入に対する債務保証   

   ㈱ﾈｯﾄﾜｰｸ        22  

       計       845  
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（中間連結損益計算書関係）  

当中間連結会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

   販売手数料           13,158百万円 

   給料              6,661百万円 

   地代家賃             3,410百万円 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

   販売手数料          149,342百万円 

   給料              14,056百万円 

   貸倒引当金繰入額        3,587百万円 

   地代家賃            9,887百万円 

   減価償却費           3,193百万円 

 

                                             

 

※２．従来、投資有価証券に計上しておりました株式の

うち、当期において当該株式の上場あるいは店頭登

録に伴い、一時所有目的に変更し、有価証券に振替

後に売却したものが40,634百万円含まれています。 

 

                                             

 

※３．持分変動によるみなし売却益 

    当社の連結子会社及び持分法適用関連会社の時価 

   発行増資等による持分変動に伴い、当該会社の純資  

   産に占める当社の持分額が変動した結果、計上した 

   ものであります。 

     ㈱ｸﾚｲﾌｨｯｼｭ 9,376百円 

 

※４．社債買入消却益 

   当社無担保社債4,385百万円の買付けを行い、当 

  該社債の消却を実施したことに伴い発生したもので 

  あります。 

 

※４．社債買入消却益 

   当社無担保社債18,207百万円の買付けを行い、当 

  該社債の消却を実施したことに伴い発生したもので 

  あります。 

 

※５．和解金収入 

   ㈱クレイフィッシュとのヒットメール事業に関 

    する業務委託契約の解消に際し、合意解約及び業 

    務引継等の対価として受領し、利益として計上し 

    たものであります。 

 

                                              

※６．連結調整勘定一時償却費 

       連結調整勘定及び持分法適用に伴い発生する連 

     結調整勘定相当額の資産性を評価した結果、一時 

     償却を行ったものであります。 
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※８．事業整理損失 

インターネット関連事業及び衛星放送関連事業の   

整理による、代理店契約解約に伴う損失負担額

（2,054百万円）及び商品廃棄損（252百万円）であり

ます。 

※９．解約違約金 

   移動体通信業の再編を目的とした店舗・営業所閉

鎖等に伴い支払った解約違約金（1,206百万円）及び衛

星放送関連事業における顧客の契約解除に伴い支払った

解約違約金（1,668百万円）であります。    

      

※７．立退料 

   店舗の整理に際し、当社都合の度合いが強い物 

    件に関し、当社から当該店舗運営代理店に対して 

    支払われ損失として計上したものであります。 

    なお、支払については主として売掛金、未収金  

   及び短期貸付金と相殺しております。 

 

 

 

                                               

 

 

 

 

                                               

 

 

 

 

 

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

当中間連結会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

    現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借 

 対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                           （平成13年２月28日現在） 

  現金及び預金勘定                   42,049 百万円 

  預入期間が3ヶ月を超える定期預金  △ 1,646 百万円 

  3ヶ月以内に満期の到来する債券等    

                  （有価証券勘定）   1,581 百万円  

 現金及び現金同等物                 41,984 百万円  

   現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 

 掲記されている科目の金額との関係 

                           （平成12年８月31日現在） 

  現金及び預金勘定                  67,553 百万円 

  預入期間が3ヶ月を超える定期預金  △  618 百万円 

  3ヶ月以内に満期の到来する債券等    

                  （有価証券勘定）  12,209 百万円  

  現金及び現金同等物                79,144 百万円  
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（リース取引関係）  

当中間連結会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 （注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残  （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が 

     高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割    有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い 

   合が低いため、支払利子込み法により算定して    ため、支払利子込み法により算定しております｡ 

   おります｡  

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 70百万円 １年内 76百万円 

１年超 107百万円 １年超 142百万円 

合計 177百万円 合計 218百万円 

 （注）未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過  （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー 

    リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期    ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占 

        末残高等に占める割合が低いため、支払利子込    める割合が低いため、支払利子込み法により算 

   み法により算定しております。    定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 44百万円 支払リース料 67百万円 

減価償却費相当額 44百万円 減価償却費相当額 67百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 

     定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

       同  左 

 

 

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

百万円 百万円 百万円

機械装置
及び運搬具 33 8 25

工具器具備品 325 132 193

合計 359 140 218

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円
建物附属設備 10 6 3

機械装置
及び運搬具 30 9 20

工具器具備品 294 141 153

合計 335 157 177
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（有価証券関係） 

 ※ 前中間会計期間に係る「有価証券の時価等」については、中間財務諸表における注記事項として記載して 

  おります。 

   なお、当中間会計期間における「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、中間財務 

  諸表の「有価証券」に関する注記事項として記載しております。 

 

（当中間連結会計期間）（平成13年２月28日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

種  類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表 
計 上 額 差 額 

(1）株式 4,652 12,000 7,347 

(2）債券    

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 252 200 △52 

合計 4,904 12,200 7,295 

 

２．時価のない有価証券の主な内容 （単位：百万円）

種  類 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

  非上場株式（店頭売買株式を除く） 49,469 

  非上場社債 33,186 

  マネー・マネジメント・ファンド等 1,431 

    その他 119 
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（前連結会計年度）（平成12年８月31日現在） 

有価証券の時価等         （単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益 

流動資産に属するもの    

株式 6,363 20,162 13,799 

債券 － － － 

その他 202 198 △3 

小計 6,565 20,361 13,795 

固定資産に属するもの    

株式 5 5 0 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 5 5 0 

合計 6,571 20,366 13,795 

 （注）１．時価の算定方法は次のとおりであります。 

(1）上場有価証券 ：主に東京証券取引所の最終価格 

(2）店頭売買有価証券 ：日本証券業協会が公表する売買価格等 

(3）海外の店頭市場における有価証券：ナスダックが公表する最終価格  

(4）非上場の証券投資信託の受益証券：基準価格 

 

２．開示の対象から除いた主な有価証券の連結貸借対照表計上額 

流動資産に属するもの 

追加型公社債投資信託                     12,209 百万円 

コマーシャル・ペーパー                       200 百万円 

固定資産に属するもの 

非上場株式（店頭売買株式を除く）                87,675 百万円 

非上場社債                         37,080 百万円 

        非上場新株引受権                         2 百万円 
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（デリバティブ取引関係） 

 ※ 前中間会計期間に係る「デリバティブ取引」については、中間財務諸表における注記事項として記載して

おります。 

 

（当中間連結会計期間）（平成13年２月28日現在） 

   デリバティブ取引には、ヘッジ会計が適用されているため、記載対象から除いております。 

 

（前連結会計年度） 

１．取引の状況に関する事項（自平成11年９月１日 至平成12年８月31日） 

(1）取引の内容 

  当社及び一部の連結子会社は、外貨建債権に係る将来の市場価格(為替、金利)変動にかかる市場リス

クを回避する目的で、為替予約取引、通貨スワップ取引、金利スワップ取引を利用しております。 

(2）取引に対する取組方針 

  将来の市場価格の変動による市場リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針です。 

(3）取引にかかるリスクの内容 

 為替変動リスク、金利変動リスクを有しております。なお、取引は実需に基づいたもので、市場リス

クを効果的に相殺しており、これらの取引のリスクは重要なものではありません。また、デリバティブ

取引の契約先は信用度の高い国内の金融機関であるため、相手側の契約不履行によるリスクはほとんど

無いと判断しております。 

    (4）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の契約締結義務は主に財務担当部門が、またその管理は経理担当部門が行っており、

各機能については独立性が確保できるよう人員を配置しております。 

 

２．取引の時価等に関する事項（平成12年８月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1）通貨関連 （単位：百万円）

 
区 分 種 類 契 約 額 等 うち１年超 時 価 評 価 損 益 

為替予約取引     

 買  建     市 場 取 引      
以外の取引 

   米ドル 155 － 156 0 

合計 155 － 156 0 

 （注）１．時価の算定方法 

            主たる金融機関から提示された価格によっております。 

２．決算日の異なる連結子会社については、仮決算日の時価を用いております。 

３．外貨建金銭債権債務にデリバティブ取引を振り当てたことにより決済時における円価額が確定してい

る外貨建債権債務等で、連結貸借対照表において表示されるものについては、開示の対象から除いて

おります。 

 

(2）金利関連 （単位：百万円）

 
区 分 種  類 契 約 額 等 うち１年超 時 価 評 価 損 益 

金利スワップ     

  支払固定・受取変動 4,500 3,500 △14 △14 市 場 取 引      
以外の取引 

     

合計 4,500 3,500 △14 △14 

 （注）時価の算定方法 

        主たる金融機関から提示された価格によっております。 
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（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

      当中間連結会計期間（自平成12年９月１日 至平成13年２月28日） 
 

 
(単位：百万円）

 移 動 体 
通信事業 

ＯＡ機器
販売事業 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 
関連事業 

衛星放送 
関連事業 

そ の 他 
事 業 計 

消 去 又 は 
全 社  連 結 

 売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 43,812 7,732 1,677 940 9,077 63,240 ― 63,240 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 ― 48 83 0 3,438 3,570 (3,570) ― 

計 43,812 7,780 1,760 940 12,516 66,810 (3,570) 63,240 

 営業費用 37,792 6,880 3,215 1,558 10,919 60,366 1,859 62,226 

 営業利益(又は営業損失) 6,020 899 (1,454) (618) 1,596 6,443 (5,429) 1,014 

 

      前連結会計年度（自平成11年９月１日 至平成12年８月31日） 
 

 
(単位：百万円）

 移 動 体 
通信事業 

ＯＡ機器
販売事業 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 
関連事業 

衛星放送 
関連事業 

そ の 他 
事 業 計 

消 去 又 は  
全 社  連 結 

 売上高         

(1）外部顧客に対する売上高  270,800   17,429    5,944   14,219    8,229  316,624       ―  316,624 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高      597      477       0       25    6,877    7,978 (7,978)       ― 

計  271,398   17,906    5,945   14,245   15,107  324,602 (7,978)  316,624 

 営業費用  268,550   15,969   14,396   13,377   18,220  330,514   4,377  334,892 

営業利益(又は営業損失)   2,847    1,936 (8,450)      867  (3,113) (5,911) (12,356) (18,268) 

(注)１．事業区分の方法 

       事業は、品目の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております｡ 

     ２．各区分に属する主要な品目 

事 業 区 分 主  要  品  目 

移動体通信事業          移動体通信サービス手数料、移動体通信機器等 

ＯＡ機器販売事業  複写機、ファクシミリ、固定電話機、付属品等 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ関連事業          インターネット関連・企画・提供・販売サービス手数料等 

衛星放送関連事業  衛星放送サービス手数料、コンテンツ提供サービス手数料等 

そ の 他 事 業          テレマーケティング事業、投資事業等 

   ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは親会社の本社総務部、人事部、 

  財務部等の管理部門に係る費用であります。 

    当中間連結会計期間   2,086百万円    前連結会計年度  5,816百万円     

  ４．会計処理基準等の変更 

  （当中間連結会計期間） 

    「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間よ 

   り、売上高より控除していた携帯電話通信会社への支払解約調整金及び販売費及び一般管理費より控除して 

   いた販売代理店からの受取解約調整金を営業外費用及び営業外収益に計上する方法に変更いたしました。 

    この変更により、従来の方法によった場合と比較して、移動体通信事業の売上高が1,530百万円増加、営 

   業費用が1,025百万円増加し、営業利益が504百万円増加しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自平成12年９月１日 至平成13年２月28日） 

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在

地別セグメント情報の記載を省略しております。  

前連結会計年度（自平成11年９月１日 至平成12年８月31日） 

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在

地別セグメント情報の記載を省略しております。  
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３．海外売上高 

当中間連結会計期間（自平成12年９月１日 至平成13年２月28日） 

        海外売上高は連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成11年９月１日 至平成12年８月31日） 

海外売上高は連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

 

（１株当たり情報）    

当中間連結会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

１株当たり純資産額 2,034円92銭 １株当たり純資産額 3,215円89銭 

１株当たり中間純損失 1,428円48銭 １株当たり当期純利益 163円93銭 

 潜在株式調整後 

 １株当たり当期純利益 
     163円24銭 

   なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 

  については、新株引受権付社債を発行しております 

  が、１株当たり中間純損失が計上されているため記 

  載しておりません。 

  

 

 

（重要な後発事象）  

当中間連結会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

１．連結財務諸表提出会社は、平成13年４月27日開催の 

 取締役会決議に基づき、平成13年５月14日を払込期日 

 とする第三者割当増資により、新株式を次のとおり発 

 行し、払込は完了しました。 

 

１．発行新株式数   額面株式 5,000,000株 

２．発行価額     １株につき 2,265円 

３．発行価額の総額  11,325百万円 

４．資本組入額の総額  5,665百万円 

５．配当起算日    平成13年３月１日 

６．資金の使途    社債の償還 

 

１．平成12年10月27日開催の取締役会において、当社関 

  係会社である株式会社クレイフィッシュ（以下クレイ 

  フィッシュ社）より受託し販売代理店業務を行ってお 

  りましたヒットメール事業に関し、クレイフィッシュ 

  社へ業務の引継を行い、当該業務委託契約を解消する 

 ことを決議いたしました。 

平成12年11月１日には、当社とクレイフィッシュ社 

との間で当該案件に関する契約締結を完了しており、 

平成12年12月１日までにクレイフィッシュ社への業務 

引継完了を予定しております。 

  この契約に伴い当社は、業務委託契約の合意解約及 

 び業務引継等に伴う一時金として、35億円をクレイ 

 フィッシュ社より受領いたしました。 

２．連結財務諸表提出会社は、平成13年５月15日開催の 

  取締役会決議に基づき、平成13年５月31日に2005年満 

  期ユーロ円建転換社債の発行を予定しております。 

 

１．発行総額   80億円 

２．発行価格   額面金額の100％ 

３．利率     利息は付さないものとする 

４．発行方法    特定海外投資家による個別買取引 

         受による私募 

５．当初転換価額  2,378円 

６．償還期限   平成17年５月31日 

７．資金の使途  運転資金 
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当中間連結会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前連結会計年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

３．連結財務諸表提出会社は、平成13年４月23日開催の 

  取締役会において、グループ企業として経営基盤の強 

  化を図ることを目的に、保有している㈱オービーエム 

  の転換社債の一部を転換することを決議いたしました｡ 

  これにより転換後の所有割合は72.50％となり（うち 

  間接所有1.38％）新たに子会社となる予定です。 

  同社の概要 

      所  在  地  福岡県久留米市 

      資  本  金  3,820百万円(平成12年12月31日現在)  

   事業の内容 移動体通信事業 

   事業規模（平成12年９月中間期） 

    売上高  5,503 百万円 

    総資産  13,057 百万円 

      取得する株式の数 3,955,000株 

   取得価額   3,955 百万円 

                    

 

 

(2）その他 

   （当中間連結会計期間） 

平成12年９月８日付で、当社の関係会社である㈱クレイフィッシュ、同社代表取締役社長松島庸氏（平成13年 

５月18日付で同社代表取締役を辞任しております）、同社の引受証券会社、更には当社に対して米国において訴 

訟が提起されていると認識しております。原告の主張は、㈱クレイフィッシュが米国の株式市場ナスダックにお 

いて平成12年３月８日に株式公開した際の公募関係書類において、不十分若しくは誤解を招く情報開示がなされ 

ていたことにより、同社の株主が被ったと主張する経済的損害について被告らに責任がある、というものである 

と認識しております。なお、訴訟の目的の価額については、特定されていないと認識しております。当社は弁護 

士等を交え、原告側の主張を分析中でございますが、現段階で判明している限りにおいても、その主張に十分な 

根拠があるものとは思われません。今後、事実の正確な把握を含め、積極的に訴訟遂行していく所存であります。 
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２．中間財務諸表等 
(1）中間財務諸表 

① 中間貸借対照表      
（単位：百万円）

前中間会計期間末 
 

(平成12年２月29日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成13年２月28日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成12年８月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

 （資産の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動資産        

１． 現金及び預金 ※2,3 15,635  25,992  30,249  

２． 金銭の信託  2,000  ―  ―  

３． 受取手形  1  4  ―  

４． 売掛金  54,888  6,889  9,952  

５． 有価証券 ※3,4 64,975  501  16,281  

６． 自己株式  47  ―  ―  

７． たな卸資産  ―  277  1,084  

８． 商品  2,663  ―      ―  

９． 前渡金  177  ―  ―  

10． 前払費用  977  ―  ―  

11． 繰延税金資産  300  17  2,369  

12． 短期貸付金  3,092  5,804  2,252  

13． 関係会社短期貸付金  2,437  ―  ―  

14． 未収金  3,420  2,722  12,630  

15． 未収消費税等  503  ―  ―  

   16． その他  2  2,476  4,639  

   17． 貸倒引当金  △157  △229  △1,231  

 流動資産合計  150,964 51.5 44,458 20.6 78,230 29.0 

Ⅱ 固定資産        

１． 有形固定資産 ※１   6,470  9,402  

(１) 建物  5,812      

(２) 構築物  1,166      

     (３) 車両運搬具  12      

(４) 工具器具備品  3,099      

(５) 土地  2,153      

 計  12,244 4.2 6,470 3.0 9,402 3.5 

   ２． 無形固定資産    1,636  1,352  

(１) ソフトウェア  460      

(２) 電話加入権  579      

 計  1,039 0.4 1,636 0.7 1,352 0.5 
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（単位：百万円）

前中間会計期間末 
 

(平成12年２月29日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成13年２月28日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成12年８月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

    ％  ％  ％ 

   ３． 投資その他の資産        

     (１) 投資有価証券 ※3,4 52,839  63,823  71,227  

(２) 関係会社株式 ※３ 33,181  56,310  49,942  

(３) 関係会社社債  5,858  25,657  17,195  

(４) その他の関係会社有価証券  2  ―  ―  

(５) 出資金 ※３ 10,607  18,960  19,701  

(６) 関係会社出資金  13  ―  ―  

(７) 長期貸付金  ―  14,679  17,995  

(８) 従業員長期貸付金  4  ―  ―  

(９) 関係会社長期貸付金  36  ―  ―  

(10) 破産債権等に準ずる債権               ―  11,864  3,760  

(11) 長期前払費用  702  ―  ―  

(12) 繰延税金資産  35  13,633  5,953  

(13) 差入営業保証金  394  ―  ―  

(14) 敷金保証金  12,494  ―  ―  

(15) 保険積立金  688  ―  ―  

(16) 長期預金  300  ―  ―  

(17) その他  11,501  8,022  10,873  

(18) 投資損失引当金  ―  △31,318  △ 11,398  

(19) 貸倒引当金  △   0  △17,950  △  4,881  

 計  128,658 43.9 163,682 75.7 180,369 67.0 

 固定資産合計  141,942 48.5 171,789 79.4 191,124 71.0 

 資産合計  292,907 100.0 216,248 100.0 269,354 100.0 
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      （単位：百万円）

前中間会計期間末 
 

(平成12年２月29日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成13年２月28日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成12年８月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

（負債の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金 ※２ 3,025  765  279  

２．短期借入金  1,000  ―  5,500  

３．１年以内返済予定の長期借入金              13,543  9,626  10,156  

４．１年以内償還予定の社債  ―  16,673  2,190  

５．未払金  5,605  2,770  7,980  

６．未払法人税等  3,427  ―  ―  

７．未払費用  599  ―  ―  

８．預り金  51  ―  ―  

９．賞与引当金  151  69  182  

10．新株引受権  1,390  1,385  1,385  

11．その他  2,358  4,207  11,443  

 流動負債合計  31,153 10.6 35,498 16.4 39,117 14.5 

Ⅱ 固定負債        

１．社債 ※５ 124,514  90,249  109,117  

２．長期借入金  37,255  14,639  19,186  

３．退職給付引当金  ―  23  ―  

４．役員退職慰労引当金  86  59  94  

５．その他  18  499  
 300  

 固定負債合計  161,873 55.3 105,471 48.8 128,697 47.8 

 負債合計  193,027 65.9 140,969 65.2 167,814 62.3 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金  36,028 12.3 36,052 16.7 36,052 13.4 

Ⅱ 資本準備金  44,723 15.3 44,751 20.7 44,751 16.6 

Ⅲ 利益準備金  715 0.2 839 0.4 746 0.3 

Ⅳ その他の剰余金(△は欠損金)        

１．任意積立金  13,305  18,935  13,305  

２．中間(当期)未処分利益 (△は未処理損失)  5,107  △31,063  6,683  

 その他の剰余金合計 (△は欠損金)  18,413 6.3 △12,128 △ 5.6 19,989 7.4 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  ― ― 5,763 2.6 ― ― 

 資本合計  99,880 34.1 75,278 34.8 101,539 37.7 

 負債及び資本合計  292,907 100.0 216,248 100.0 269,354 100.0 
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② 中間損益計算書      
（単位：百万円）

前中間会計期間 
 

自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
 

自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度の 
要約損益計算書 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百 分 比 金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％  ％  ％ 

Ⅰ 売上高    27,145  280,873  

１．販売手数料  114,174      

２．商品売上高  77,100      

３．工事売上高  39      

 売上高計  191,314 100.0 27,145 100.0 280,873 100.0 

Ⅱ 売上原価    7,801  94,271  

 １． 商品売上原価        

(1)期首商品たな卸高   3,381      

(2)当期商品仕入高  59,905      

合計  63,287      

(3)他勘定振替高 ※１ 231      

(4)期末商品たな卸高  2,663      

 商品売上原価計  60,392      

 ２． 工事売上原価  308      

 売上原価計  60,700 31.7 7,801 28.7 94,271 33.6 

 売上総利益  130,613 68.3 19,344 71.3 186,602 66.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※８   17,210  197,952  

１．販売手数料  114,076      

２．役員報酬  470      

３．給料  3,413      

４．賞与引当金繰入額  151      

５．役員退職慰労引当金繰入額  9      

６．法定福利費  403      

７．旅費交通費  716      

８．通信費  1,001      

９．賃借料  4,510      

10．広告宣伝費  2,625      

11．租税公課  42      

12．減価償却費 ※８ 1,195      

13．貸倒損失  2,384      

14．その他  12,596      

 販売費及び一般管理費計  143,598 75.0 17,210 63.4 197,952 70.4 

 営業利益  ― ― 2,134 7.9 ― ― 

 営業損失  12,985  6.7 ― ― 11,350  4.0 
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（単位：百万円）

前中間会計期間 
 

自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
 

自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度の 
要約損益計算書 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

   ％  ％  ％ 

Ⅳ 営業外収益 ※２   4,406  84,673  

１．受取利息  451      

２．受取配当金  989      

３．有価証券売却益  23,976      

４．為替差益  113      

５．リベート収入  180      

６．雑収入  379      

 営業外収益計  26,091 13.6 4,406 16.2 84,673 30.1 

Ⅴ 営業外費用 ※３   3,983  18,275  

１．支払利息及び割引料  401      

２．社債利息  642      

３．有価証券売却損  427      

４．有価証券評価損  2,862      

５．貸倒引当金繰入額  0      

６．新株発行費償却  206      

７．社債発行費償却  494      

８．社債発行差金償却  348      

９．出資金損失負担額  158      

10．シンジケートローン手数料  108      

11．雑損失  41      

 営業外費用計  5,693 3.0 3,983 14.7 18,275 6.5 

 経常利益  7,412 3.9 2,557 9.4 55,047 19.6 

Ⅵ 特別利益 ※４   13,099  27,388  

１．投資有価証券売却益  533      

２．関係会社株式売却益 ※５ 1,095      

３．貸倒引当金戻入益  121      

 特別利益計  1,750 0.9 13,099 48.3 27,388 9.8 
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（単位：百万円）

前中間会計期間 
 

自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
 

自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度の 
要約損益計算書 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

   ％  ％  ％ 

Ⅶ 特別損失 ※６   56,006  68,499  

１．固定資産除却損 ※７ 510      

２．投資有価証券売却損  2      

３．投資有価証券評価損  4      

４．関係会社株式評価損  163      

５．関係会社社債評価損  290      

 特別損失計  970 0.5 56,006 206.3 68,499 24.4 

 税引前中間(当期)純利益 (△は純損失)  8,192 4.3 △40,349 △148.6 13,936 5.0 

 法人税、住民税及び事業税  3,443 1.8 306 1.1 15,258 5.4 

 法人税等調整額  422 0.2 △9,561 △ 35.2 △7,564 △ 2.8 

 中間(当期)純利益 (△は純損失)  4,326 2.3 △31,095 △114.5 6,243 2.2 

 前期繰越利益  23  31  23  

 過年度税効果調整額  758  ―  758  

 中間配当額  ―  ―  309  

 中間配当に伴う利益準備金積立額  ―  ―  30  

 中間(当期)未処分利益 (△は未処理損失)  5,107  △31,063  6,683  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項   

期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

１． 正規の決算において 

 採用している会計処理 

 の原則及び手続と異な 

 る会計処理 

(1) 減価償却費の計上基準 

    減価償却費は当中間会計期 

  末における固定資産の年間減 

 価償却費見積額を期間により 

  按分して計上しております。 

                                                      

 (2) 役員退職慰労引当金繰入額 

 の計上基準 

    当中間会計期間が属する事  

 業年度の内規に基づく年間繰 

 入見積額を期間に基づいて按 

 分計上しております。 

                                                       

 

 

 

(3) 法人税、住民税及び事業 

  税の計上基準 

   当中間会計期間を１事業年 

 度と見なして算出した課税所 

 得に対する税額を計上してお 

 ります。 

                                                     

２． 資産の評価基準及び 

  評価方法 

 

(1) 有価証券 

 取引所の相場のある有価証券 

   移動平均法による低価法 

   （洗替え方式）によってお 

   ります。  

 (1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

    時価のあるもの 

    中間決算日の市場価格等 

    に基づく時価法（評価差 

    額は全部資本直入法によ 

    り処理しております。ま 

    た、売却原価は、移動平 

       均法により計算しており 

    ます。） 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

  取引所の相場のある有価証券 

      移動平均法による低価法 

        （洗替え方式）を採用し 

        ております。 

  取引所の相場のない有価証券 

   移動平均法による原価法 

                             (2) デリバティブ 

時価法 

                          

 (3) たな卸資産 

 商品 

  総平均法による原価法に 

  よっております。 

(3) たな卸資産 

 商品 

        同    左 

(3) たな卸資産 

 商品 

       同    左 
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期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

３． 固定資産の減価償却 

  の方法 

 

(1) 有形固定資産 

  法人税法の規定に基づく定 

 率法によっております。 

   ただし、平成10年度の税制 

  改正以降に新規に取得した建 

   物（建物付属設備を除く）に 

  ついては、法人税法の規定に 

  基づく定額法によっておりま 

  す。 

(1) 有形固定資産 

   定率法（ただし、平成10年 

   ４月１日以降に取得した建物 

   （建物附属設備を除く）につ 

   いては定額法）を採用してお 

   ります。 

(1) 有形固定資産 

   法人税法の規定に基づく定 

 率法によっております。 

   ただし、平成10年度の税制 

  改正以降に新規に取得した建 

   物（建物付属設備を除く）に 

  ついては、法人税法の規定に 

  基づく定額法によっておりま 

  す。 

 (2) 少額減価償却資産 

  取得価額10万円以上20万円 

 未満の資産については、３年 

  間で均等償却しております。 

 (2) 少額減価償却資産 

    取得価額10万円以上20万円 

 未満の減価償却資産について 

 は、３年間で均等償却してお 

 ります。 

(2) 少額減価償却資産 

     同  左 

                             

   

(3) 無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアに 

 ついては社内における利用可 

 能期間（５年）に基づく定額 

 法によっております。 

(3) 無形固定資産 

     同  左 

４． 引当金の計上基準 

 

 

                           (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に 

備えるため、一般債権につい 

ては貸倒実績率により、貸倒 

懸念債権等特定の債権につい 

ては個別に回収可能性を勘案 

し、回収不能見込額を計上し 

ております。  

(1) 貸倒引当金 

売掛債権その他の金銭債権 

  の貸倒に備え、法人税法の規 

   定に基づく限度額（法定繰入 

  率）の他、個々の債権の回収 

  可能性を検討しております。 

                            (2) 投資損失引当金 

    投資先に対する投資損失の 

 発生に備えるため、財政状態 

 等を勘案し必要と認められる 

 金額を計上しております。 

(2) 投資損失引当金 

       同  左 

                            (3) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞 

  与の支出に充てるため、支給 

  見込額に基づき計上しており 

 ます。 

 (3) 賞与引当金 

     同  左 
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期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

                             (4) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える 

  ため、当事業年度末における 

 退職給付債務及び年金資産の 

 見込額に基づき、当中間会計 

 期間末において発生している 

 と認められる額を計上してお 

 ります。 

  なお、会計基準変更時差異 

（20百万円）については、適 

用初年度において一時に費用 

処理する方法を採用しており 

ます。 

                             

                             (5) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職による退職慰労 

 金の支出に備え、役員退職慰 

  労金規程による中間期末要支 

 給額を計上しております｡ 

 (5) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職による退職慰労 

 金の支出に備え、役員退職慰 

 労金規程による要支給額全額 

 を計上しております。 

５．リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に 

移転すると認められるもの以外 

のファイナンス・リース取引に 

ついては、通常の賃貸借取引に 

係る方法に準じた会計処理によ 

っております。 

     同  左      同  左 
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期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

６． ヘッジ会計の方法                          ① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお 

 ります。ただし、特例処理の要 

 件を充たす金利スワップについ 

 ては、特例処理を採用しており 

 ます。また、振当処理及び特例 

 処理の要件を充たす通貨金利ス 

 ワップについては、ヘッジ対象 

 との一体処理を採用しておりま 

 す。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

通貨スワップ、金利スワップ 

又はこれらを組み合わせた取 

引 

 ヘッジ対象 

  将来の市場価格(為替、金利) 

    変動に係わる市場リスクのあ 

  る借入金、外貨建社債 

③ ヘッジ方針 

通貨金利スワップは、外貨建 

 社債に係る将来の為替変動リス 

 ク及び金利変動リスクを回避す 

 る目的で行っており、ヘッジ対 

 象の識別は、個別契約毎に行っ 

 ております。金利スワップは、 

 借入金の金利変動を回避する目 

 的で行っており、ヘッジ対象の 

 識別は、個別契約毎に行ってお 

 ります｡ 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

通貨金利スワップについては､ 

 ヘッジ対象との一体処理を採用 

 しているため、ヘッジの有効性 

 の評価を省略しております。ま 

 た、金利スワップについては、 

 特例処理を採用しているため、 

 ヘッジの有効性の評価を省略し 

 ております。 

                         

７． その他中間財務諸 

 表（財務諸表）作成 

 のための基本となる 

 重要な事項 

 消費税等の会計処理は、税抜方 

式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消 

費税等の中間期末残高の相殺後の 

金額は、流動資産の「未収消費税 

等」に計上しております 

  消費税等の会計処理は、税抜方 

 式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消 

費税等の中間期末残高の相殺後の 

 金額は、流動負債の「その他」に 

 計上しております。 

  消費税等の会計処理は、税 

 抜方式によっております。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

   ロイヤリティー収入は、従来営業外 

 収益に計上しておりましたが、当事業 

 年度から売上高に含めて計上すること 

 に変更いたしました。 

   この変更は、定款の事業目的の変更 

 を行ったことを機会に、当該収入が当 

 社の主たる営業活動の成果であり、金 

 額的重要性が増加していることから、 

 損益区分をより適正に表示するために 

 行ったものであります。 

   この変更により、従来の方法と比べ､ 

 売上高は14,395百万円増加し、営業損 

 失及び営業外収益はそれぞれ同額減少 

 しておりますが、経常利益及び税引前 

 中間当期純利益には影響はありません｡ 

 

    前事業年度まで売上高より控除して 

  いた携帯電話通信会社への支払解約調 

  整金及び販売費及び一般管理費より控 

  除していた販売代理店からの受取解約 

  調整金を当中間会計期間より営業外費 

  用及び営業外収益に計上する方法に変 

  更いたしました。 

この変更は、従来、携帯電話販売事 

業が、携帯電話通信会社からのストッ 

クコミッション収入及び受付コミッシ 

ション収入と販売代理店に対する販売 

手数料の支払という収支構造であった 

のに対し、今般の事業再編により携帯 

電話通信会社と販売代理店が直接取引 

をする形態となり、ストックコミッシ 

ョン収入を主とした収支構造に変更し 

たため、受付コミッション収入及び販 

売手数料の支払は当社の主たる営業活 

動と関係が希薄になったことから、損 

益区分をより明確に表示するために行 

ったものであります。 

  この結果、従来の方法によった場合 

 と比較して、売上高は1,530百万円増 

 加、販売費及び一般管理費は1,064百万 

 円増加、営業利益が466百万円増加し、 

 営業外収益は1,064百万円増加、営業外 

 費用は1,530百万円増加しております 

 が、経常利益及び税引前中間純損失に 

 は影響ありません。 

   ロイヤリティー収入は、従来､営業外 

 収益に計上しておりましたが、当事業 

 年度から売上高に含めて計上すること 

 に変更いたしました。 

   この変更は、定款の事業目的の変更 

 を行ったことを機会に、当該収入が当 

 社の主たる営業活動の成果であり、金 

 額的重要性が増加していることから、 

 損益区分をより適正に表示するために 

 行ったものであります。 

   この変更により、従来と同一の方法 

 によった場合に比べ売上高は17,827百 

 万円増加し、営業損失及び営業外収益 

 はそれぞれ同額減少しておりますが、 

 経常利益及び税引前当期純利益には影 

 響はありません。 
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表示方法の変更  

前中間会計期間 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

   未収金は前中間会計期間までは、流動資産の「その他」に 

 含めて表示しておりましたが、当中間会計期間において金額 

 的重要性が増したため区分掲記しました。 

  なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている未収金 

 は、1,279百万円であります。 

  前中間会計期間まで区分掲記していた「自己株式」（当中 

間期末の残高は０百万円）「前渡金」（当中間期末の残高は 

2,045百万円）「前払費用」（当中間期末の残高は404百万 

円）は、その金額が少額であるため、流動資産の「その他」 

に含めて表示しております。 

  未払事業税及び未払事業所税については、前中間会計期間 

 においては「未払事業税等」として表示しておりましたが、 

 当中間会計期間においては未払事業税666百万円については   

   「未払法人税等」に含め、未払事業所税14百万円について 

 は流動負債の「その他」として表示しております。 

    前中間会計期間まで区分掲記していた「関係会社短期貸付 

 金」（当中間期末の残高は4,635百万円）は、その金額が少 

 額であるため、流動資産の「短期貸付金」に含めて表示して 

 おります。 

                                前中間会計期間まで区分掲記していた「建物」（当中間期 

 末の残高は1,702百万円）「構築物」（当中間期末の残高は 

 63百万円）「車両運搬具」（当中間期末の残高は16百万円） 

 「工具器具備品」（当中間期末の残高は2,535百万円）｢土地 

」（当中間期末の残高は2,153百万円）は、その金額が少額 

であるため、一括し「有形固定資産」として表示しておりま

す。 

                             前中間会計期間まで区分掲記していた「ソフトウェア」 

 （当中間期末の残高は1,173百万円）「電話加入権」（当中 

 間期末の残高は462百万円）は、その金額が少額であるため､ 

 一括し「無形固定資産」として表示しております。 

                           前中間会計期間まで区分掲記していた「関係会社出資金」 

  （当中間期末の残高は３百万円）「長期前払費用」（当中間 

 期末の残高は121百万円）「差入営業保証金」（当中間期末 

 の残高は554百万円）「敷金保証金」（当中間期末の残高は 

 6,382百万円）「保険積立金」（当中間期末の残高は０百万 

 円）「長期預金」（当中間期末の残高は300百万円）は、そ 

 の金額が少額であるため、投資その他の資産の「その他」に 

 含めて表示しております。 

                              前中間会計期間まで区分掲記していた「従業員長期貸付 

 金」（当中間期末の残高は16百万円）「関係会社長期貸付 

 金」（当中間期末の残高は14,662百万円）は、明瞭性の見地 

 から一括し、投資その他の資産の「長期貸付金」として表示 

 しております。 

                             前中間会計期間まで区分掲記していた「未払法人税等」 

 （当中間期末の残高は192百万円）「未払費用」（当中間期 

 末の残高は374百万円）「預り金」（当中間期末の残高は81 

 百万円）は、その金額が少額であるため、流動負債の「その 

 他」に含めて表示しております。 

                            販売費及び一般管理費に属する費用は、前中間会計期間ま 

 で適当と認められる項目に分類し、当該費用を示す名称を付 

 した科目をもつて掲記しておりましたが、当中間会計期間よ 

 り一括し「販売費及び一般管理費」として表示しておりま 

 す。 
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前中間会計期間 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

                             営業外収益に属する収益は、前中間会計期間まで適当と認 

 められる項目に分類し、当該収益を示す名称を付した科目を 

 もつて掲記しておりましたが、当中間会計期間より一括し 

 「営業外収益」として表示し、重要なものについては、その 

 内容を注記しております。 

                             営業外費用に属する費用は、前中間会計期間まで適当と認 

 められる項目に分類し、当該費用を示す名称を付した科目を 

 もつて掲記しておりましたが、当中間会計期間より一括し 

 「営業外費用」として表示し、重要なものについては、その 

 内容を注記しております。 

                             特別利益に属する利益は、前中間会計期間まで適当と認め 

 られる項目に分類し、当該利益を示す名称を付した科目をも 

 つて掲記しておりましたが、当中間会計期間より一括し「特 

 別利益」として表示し、重要なものについては、その内容を 

 注記しております。 

                             特別損失に属する損失は、前中間会計期間まで適当と認め 

 られる項目に分類し、当該損失を示す名称を付した科目をも 

 つて掲記しておりましたが、当中間会計期間より一括し「特 

 別損失」として表示し、重要なものについては、その内容を 

 注記しております。 
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追加情報   

前中間会計期間 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

  当社は､代理店に対する携帯電話サ 

 ービス加入に係る販売手数料の一部に 

  ついて、平成12年１月に平成11年10月 

  １日から平成12年４月30日までを対象 

  期間として、新規顧客登録完了台数及 

  び期間内解約率等の基準を達成した場 

  合に支払う旨の条件に変更して通知し 

  ました。ただし、支払いについては平 

  成11年10月及び11月分の販売手数料は 

  支払済みですので平成11年12月以降の 

  販売手数料について条件達成の場合に 

  支払うこととしております｡この条件変 

  更に伴い、平成11年12月計上分から条 

  件達成の場合に支払うべき販売手数料 

  相当の売掛金の回収を保留しています 

   この結果、当中間期末の代理店に対 

 する売掛金295億53百万円には、保留に 

 よる残高178億39百万円が含まれており 

 ます。中間期末では対象期間の途中で 

 あるために条件達成は未確定ですが、 

 達成の可能性が低いと予想しておりま 

 すので販売手数料の支払義務は生じな 

 いものと判断されます。ただし、達成 

 された場合には支払義務が生じます。 

（税効果会計の適用） 

   中間財務諸表等規則の改正により、 

 当中間会計期間から税効果会計を適用 

 しております。 

  この変更に伴い、税効果会計を適用 

 しない場合に比べ、中間純利益は422百 

 万円少なく、中間未処分利益は335百万 

 円多く計上されております。 

（退職給付会計） 

  当中間会計期間から退職給付に係る 

 会計基準（「退職給付に係る会計基準 

 の設定に関する意見書」（企業会計審 

 議会 平成10年６月16日））を適用し 

 ております。この変更による損益への 

 影響は、軽微であります。 

 （金融商品会計） 

  当中間会計期間から金融商品に係る 

 会計基準（「金融商品に係る会計基準 

 の設定に関する意見書」（企業会計審 

 議会 平成11年１月22日））を適用し 

 有価証券の評価基準及び評価方法並び 

 にゴルフ会員権の評価等について変更 

 しております。この変更による損益へ 

 の影響は軽微であります。 

   また、期首時点で保有する有価証券 

 の保有目的を検討し、その他有価証券 

 のうち１年内に満期の到来するものに 

 ついては流動資産の「有価証券」とし 

 て、それ以外は投資その他の資産の 

「投資有価証券」として表示しており 

 ます。この結果、期首時点で流動資産 

 の「有価証券」は6,268百万円減少し、 

 投資その他の資産の「投資有価証券」 

 は同額増加しております。 

 （外貨建取引等会計処理基準） 

当中間会計期間から改訂後の外貨建 

建取引等会計処理基準（「外貨建取引 

等会計処理基準の改訂に関する意見書」

（企業会計審議会 平成11年10月22 

日））を適用しております。この変更 

による損益への影響は軽微であります。

（税効果会計の適用） 

   財務諸表等規則の改正により、当期 

 から税効果会計を適用しております。 

   これに伴い、従来の税効果会計を適 

 用しない場合と比較し繰延税金資産が 

 8,323百万円（流動資産2,369百万円、 

 投資その他の資産5,953百万円）新たに 

 計上されるとともに、当期純利益は 

 7,564百万円、当期未処分利益は8,323 

 百万円それぞれ多く計上されておりま 

 す。 

 （自社利用のソフトウェア） 

   自社利用のソフトウェアについては  

  「研究開発費及びソフトウェアの会計 

  処理に関する実務指針」（日本公認会 

  計士協会・会計制度委員会報告第12号  

  平成11年３月31日）における経過措置 

  の適用により、従来の会計処理方法を 

  継続して採用しております。ただし、 

  同報告書により上記に係るソフトウェ 

  アの表示については、当期より投資そ 

  の他の資産の「長期前払費用」から無 

  形固定資産の「ソフトウェア」に変更 

  しております。 
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前中間会計期間 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

（自社利用のソフトウェア） 

   前中間会計期間まで投資その他の資 

 産の「長期前払費用」に計上していた 

 ソフトウェアについては、「研究開発 

 費及びソフトウェアの会計処理に関す 

 る実務指針」（日本公認会計士協会・ 

 会計制度委員会報告第12号 平成11年 

 ３月31日）における経過措置の適用に 

 より、従来の会計処理方法を継続して 

 採用しております。ただし、同報告書 

 により上記に係るソフトウェアの表示 

 については、当中間会計期間より投資 

 その他の資産の「長期前払費用」から 

 無形固定資産の「ソフトウェア」に変 

 更し、減価償却の方法については、社  

 内における利用可能期間（５年）に基 

 づく定額法によっております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係）  

前中間会計期間末 
（平成12年２月29日現在） 

当中間会計期間末 
（平成13年２月28日現在） 

前事業年度 
（平成12年８月31日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額     

           3,131百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

                    1,817百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額     

           3,484百万円 

※ ２．担保に供している資産及びこれに 

  対応する債務は次のとおりでありま 

  す。 

  （担保に供している資産） 

   定 期 預 金     393百万円 

※２．担保提供資産 

 

 

   （担保に供している資産） 

   定 期 預 金    285百万円 

※ ２．担保提供資産 

 

 

  （担保に供している資産） 

      定 期 預 金    345百万円 

    （上記に対応する債務） 

   仕 入 債 務    335百万円 

    （上記に対応する債務） 

   買  掛  金      134百万円 

   （上記に対応する債務） 

      買  掛  金      28百万円 

※ ３．主な外貨建資産及び負債 

 現金及び預金  60,582千米ドル 

          （6,658百万円） 

 有価証券    301,379千米ドル 

         （32,251百万円） 

        389,404千香港ドル 

          （4,885百万円） 

 投資有価証券  377,889千米ドル 

         （40,907百万円） 

        215,317千台湾ドル 

           （745百万円） 

     10,029,000千韓国ウォン 

           （931百万円） 

         7,605千英ポンド 

          （1,294百万円） 

 

 

 

 

 なお、外貨建長期金銭債権等の中間

期末残高と中間期末日の為替相場によ

る円換算額との差額は次のとおりであ

ります。 

                              ※ ３．主な外貨建資産及び負債 

 有価証券     96,155千米ドル 

         （10,600百万円） 

          2,405,000千ｳｫﾝ 

            （222百万円） 

 投資有価証券  335,330千米ドル 

         （36,302百万円） 

        215,317千台湾ドル 

           （745百万円） 

          6,453千ﾎﾟﾝﾄﾞ 

          （1,081百万円） 

         8,904,000千ｳｫﾝ 

           （825百万円） 

 関係会社株式   99,359千米ドル 

         （10,587百万円） 

        542,373千香港ドル 

         （7,690百万円） 

 出資金       5,980千米ドル 

           （684百万円） 

  なお、外貨建長期金銭債権等の期末 

  残高と決算日の為替相場による円換算 

 額との差額は次のとおりであります。 

 

  
外貨額 

中間貸借 
対照表 
計上額 

中間期末日
の為替相場
による 
円換算額 

差額   外貨額 貸借対照 表計上額 

決算日の為 
替相場によ 
る円換算額 

差額 

 
債
権
等 

1,000

千米ﾄﾞﾙ

 
百万円

    107 
 

百万円

     109 
 

百万円

 益  2 
 

 
債
権
等 

1,000
千米ﾄﾞﾙ

93,420
香港ﾄﾞﾙ

百万円

    107 
 
   
  1,323 
 

  百万円 

    106 
 
 
1,277 

  百万円 

損 1 
 
 
益 45 
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前中間会計期間末 
（平成12年２月29日現在） 

当中間会計期間末 
（平成13年２月28日現在） 

前事業年度 
（平成12年８月31日現在） 

※ ４．従来、投資有価証券に計上して 

    おりました下記の有価証券は、当 

    中間期において一時所有に目的を 

    変更しました。 

  株 式 

    11,284百万円（204,214千株） 

   （中間期末帳簿価額） 

                               

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ４．従来、投資有価証券に計上してお 

    りました株式のうち5,756百万円 

   （5,849千株）について、当期にお 

  いて当該株式の上場あるいは店頭登 

  録に伴い一時所有目的に変更し、有 

  価証券に振替えております。なお、 

  振替後に一部売却したため、当期末 

  貸借対照表計上額は2,272百万円 

  （3,122千株）となっております。 

                              

 

※ ５．純資産額維持 

 当社は、社債要項に基づいて第４回新 

株引受権付社債(当初の発行総額7,000百万 

円 当中間会計期間末未償還残高7,000百万 

円 発行日平成11年12月24日 償還日平成14 

年12月24日)及び第６回無担保普通社債(当 

初の発行総額40,000百万円 当中間会計期 

間末未償還残高28,725百万円 発行日平成 

11年12月24日 償還日平成14年12月24日)の 

未償還残高が存在する限り、当社の決算期 

の末日における貸借対照表に示される資本 

の部の金額を724億円以上に維持する必要 

があります。当該金額を下回る場合は、そ 

の貸借対照表の基準とした決算期の末日よ 

り４ヶ月を経過したときに期限の利益を喪 

失します。 

  これらの期限の利益喪失に関する特約 

は、本社債のために担保附社債信託法に基 

づき、社債管理会社が適当と認める担保権

を設定したときは適用されません。 

                              

 

  ６．偶発債務 

    以下の関係会社に対し、仕入債務 

 保証を行っております。 

 保証先 金額  

 
 

㈱ｴｰｱｰﾙｼｰ 
       百万円 

        500  

 ㈱ﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｱ   100  

 ㈱ｼﾞｪｲ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 70  

 その他４社 90  

 計 760  

  ６．偶発債務 

   リース契約締結先のリース債務に 

  対し、下記のとおり保証を行ってお 

  ります。 

  （保証先）       （金額） 

    ㈱ユーロテック他２件   0百万円 
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 （中間損益計算書関係）   

前中間会計期間 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

※１．他勘定振替高の内訳は次のとお 

  りであります。 

   固定資産振替高          54 百万円 

   販売費及び一般管理費          56  

   営 業 譲 渡         120          

       計     231 

                                        

                   

 

※ ２．営業外収益のうち重要なもの 

   受取利息及び配当金             820 百万円 

   投資有価証券売却益            1,540 

   受取解約調整金      1,064 

※ ２．営業外収益のうち重要なもの 

   受取利息及び配当金            2,342 百万円 

   有価証券売却益     80,002 

  

                  

 

※ ３．営業外費用のうち重要なもの 

支払利息            266 百万円 

社債利息              835 

支払解約調整金      1,530 

※ ３．営業外費用のうち重要なもの 

支払利息及び割引料              859 百万円 

社債利息            1,648 

有価証券売却損      9,813 

貸倒引当金繰入額   2,371 

                  ※ ４．特別利益のうち重要なもの 

投資有価証券売却益             3,459 百万円 

和解金収入           3,500 

社債買入消却益     2,110  

※ ４．特別利益のうち重要なもの 

関係会社株式売却益           18,479 百万円 

 社債買入消却益       7,124   

※５．関係会社株式売却益の内訳は､ 

  次のとおりであります。  

    ㈱ｸﾚｲﾌｨｯｼｭ  42株  81百万円 

    ㈱ｺｰﾙ･ﾄｩ･ｳｪﾌﾞ 

          4,111株  1,013百万円 

                                      

                 ※ ６．特別損失のうち重要なもの 

投資損失引当金繰入額             28,024 百万円 

貸倒引当金繰入額    10,977 

※ ６．特別損失のうち重要なもの 

固定資産除却損           2,627 百万円 

投資損失引当金繰入額          11,398 

立退料            51,594 

※７．固定資産除却損の内訳は次のと 

  おりであります。 

   建 物         389 百万円 

   構 築 物          93 

   工具器具備品           26         

      計        510 

                  

 

                   

 

※８．減価償却実施額 

有形固定資産    1,195 百万円 

 

※８．減価償却実施額 

有形固定資産         761 百万円 

無形固定資産       130  

※８．減価償却実施額 

有形固定資産        2,785 百万円 

無形固定資産          205 
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前中間会計期間 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

 （追加情報） 

  前中間会計期間において販売費及び 

 一般管理費の「租税公課」に含めて表 

 示していた「事業税」は、中間財務諸 

 表等規則の改正により当中間会計期間 

 から「法人税、住民税及び事業税」に 

 含めて表示しております。 

  この変更により、前期と同一の基準 

 によった場合に比べ営業損失は666百  

 万円少なく計上され、経常利益及び税  

 引前中間純利益はそれぞれ同額多く計 

 上されております。 
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（リース取引関係）     

前中間会計期間 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

１． リース物件の所有権が借主に移転 

 すると認められるもの以外のファイナ 

 ンス・リース取引 

１． リース物件の所有権が借主に移転 

 すると認められるもの以外のファイナ 

 ンス・リース取引 

(1） リース物件の取得価額相当額、減 

  価償却累計額相当額及び中間期末残 

 高相当額 

リース契約１件当たりの金額が少額 

のため、中間財務諸表等規則第５条の 

  ３において準用する財務諸表等規則第 

 ８条の６第２項の規定に基づき記載を 

 省略しております。 

(1） リース物件の取得価額相当額、減 

  価償却累計額相当額及び期末残高相 

 当額 

 

 

 

 

 

 
 
 

  

（注）取得価額相当額は、未経過リー 

   ス料中間期末残高が有形固定資産 

  の中間期末残高等に占める割合が 

  低いため、支払利子込み法により 

  算定しております。 

 （注）取得価額相当額は、未経過リー 

    ス料期末残高が有形固定資産の期 

    末残高等に占める割合が低いた 

    め、支払利子込み法により算定し 

    ております。 

(2） 未経過リース料中間期末残高相当 

  額 

  (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6百万円   １年内 0百万円 

１年超 0百万円   １年超 ―百万円 

合計 6百万円   合計 0百万円 

(注) 未経過リース料中間期末残高相 

   当額は、未経過リース料中間期末 

   残高が有形固定資産の中間期末残 

   高等に占める割合が低いため、支 

   払利子込み法により算定しており 

   ます。 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額 

   は、未経過リース料期末残高が有 

   形固定資産の期末残高等に占める 

   割合が低いため、支払利子込み法 

   により算定しております。 

(3） 支払リース料及び減価償却費相当 

  額 

  (3）支払リース料及び減価償却費相当 

  額   

支払リース料 46百万円   支払リース料  1百万円 

減価償却費相当額       46百万円   減価償却費相当額 1百万円 

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存 

  価額を零とする定額法によっており 

 ます。 

  (4）減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存 

  価額を零とする定額法によっており 

    ます。 

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円
工具器具
備　　品 52 47 5

その他 12 10 1

合計 64 58 6

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相 当 額

百万円 百万円 百万円
工具器具
備　　品 5 4 0

その他 － ― ―

合計 5 4 0
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（有価証券関係） 

  ※ 当中間連結会計期間に係る「有価証券（子会社及び関連会社株式で時価のあるものを除く）」及び前連結会計年度に係る

「有価証券の時価等」については、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

（前中間会計期間）（平成12年２月29日現在） 

有価証券の時価等 （単位：百万円）

種 類 中間貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益 

流動資産に属するもの    

株式 51,363 325,033 273,669 

債券 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

小計 51,363 325,033 273,669 

固定資産に属するもの    

株式 ― ― ― 

債券 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 51,363 325,033 273,669 

 （注）１．時価の算定方法は次のとおりであります。 

          (1）上場有価証券：（国内) 主に東京証券取引所の最終価格によっております。 

                          ：（海外）主に香港市場の最終価格によっております 

          (2）店頭売買有価証券：（国内）日本証券業協会が公表する売買価格によっております。 

                              ：（海外）ＮＡＳＤＡＱ市場の売買価格によっております。 

        ２．流動資産に属する株式には自己株式を含めて表示しております。 

    なお、評価損は次のとおりであります。                流動資産  0 百万円 

        ３．開示の対象から除いた主な有価証券の中間貸借対照表計上額 

          (1) 流動資産に属するもの 

                        追加型公社債投資信託                       13,658 百万円 

          (2) 固定資産に属するもの 

      店頭売買株式を除く非上場株式                  21,515 百万円 

      時価等の算定が困難な外国証券                  43,888 百万円 

      外貨建非上場社債                                 107 百万円 

      非公募転換社債                                   400 百万円 

      非公募普通社債                                10,207 百万円 

      非公募新株引受権付社債                         4,180 百万円 

      円貨建劣後債（債権担保証券）                      20 百万円 

      非上場新株引受権                                   2 百万円 

 

（当中間会計期間）（平成13年２月28日現在） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位：百万円）

種 類 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子会社株式 7,690 5,185 △  2,505 

関連会社株式 2,300 3,295 995 

合計 9,990 8,480 △  1,510 
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（デリバティブ取引関係） 

※ 当中間連結会計期間及び前連結会計年度に係る「デリバティブ取引」については、中間連結財務諸表における注記事項とし

て記載しております。 

（前中間会計期間）（自平成11年９月１日  至平成12年２月29日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容および利用目的 

  当社は、外貨建債権債務に係る将来の市場価格(為替、金利)変動にかかる市場リスクを回避する目的で、為替予約

取引、通貨スワップ取引、金利スワップ取引を利用しております。 

(2）取引に対する取組方針 

  将来の市場価格の変動による市場リスクの回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針です。 

(3）取引に係るリスクの内容 

  為替変動リスク、金利変動リスクを有しております。なお、取引は実需に基づいたもので、市場リスクを効果的に

相殺しており、これらの取引のリスクは重要なものではありません。 

  また契約先は信用度の高い国内の金融機関であるため、相手側の契約不履行によるリスクはほとんど無いと判断し

ております。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

  契約締結業務は財務部が、またその管理は経理事務の委託先である㈱ビジネスパートナーが担当しており、各機能

については独立性が確保できるよう人員を配置しております。 

 

２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1）通貨関連 （単位：百万円）

 
区  分 種  類 契 約 額 等 う ち １ 年 超 時 価 評 価 損 益 

為替予約取引     

    売   建     

         米ドル 4,162 ― 4,175 △  12 

    買   建     

市場取引 
以外の取引 

          香港ドル 4,743 ― 4,718 △  24 

合計 8,905  8,894 △  37 

  （注） １．時価の算定法方法 

       為替予約取引 

              先物相場を使用しております。 

          ２．売建の米ドル残高は外国株式の取得に係る為替予約で米ドルと香港ドルとのクロス取引であります。 

 ３．外貨建金銭債権債務等にデリバティブ取引を振り当てたことにより決済時における円貨額が確定している外貨建金  

     銭債権債務等で、中間貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示の対象から除いてお 

     ります。 

 

(2）金利関連 （単位：百万円）

 
区 分 種 類 契 約 額 等 う ち １ 年 超 時 価 評 価 損 益 

金利スワップ取引      
市場取引 
以外の取引 
 

     支払固定・受取変動      29,000 29,000 28,832 △  167 

合計 29,000 29,000 28,832 △  167 

  （注）時価の算定方法 

           主な金融機関から提示された価格によっております。 
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（１株当たり情報）    

当中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

１株当たり純資産額 2,429円42銭 １株当たり純資産額 3,276円91銭 

１株当たり中間純損失 1,003円51銭 １株当たり当期純利益 201円68銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 200円83銭      なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につい 

    ては、新株引受権付社債を発行しておりますが、１株当た 

    り中間純損失が計上されているため記載しておりません。 
 

 

（重要な後発事象）   

前中間会計期間 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

１． 平成12年２月29日開催の取締役会 

  決議に基づき、平成12年３月１日に、 

  下記のとおりコミットメントライン 

  契約を結びました。 

1. 契約開始日       平成12年３月１日 

2. 契約終了日       平成13年２月27日 

3. 総貸付限度額        350億円 

4. 利 率       TIBOR+0.50% 

5. アレンジャー       ㈱日本興業銀行 

6. エージェント       ㈱日本興業銀行 

7. 資 金 使 途       一般運転資金 

上記借入枠のうち平成12年３月23日

に140億円､平成12年３月30日に105億

円でそれぞれ借入実行しております。 

    また、上記コミットメントライン契 

  約は、平成12年４月24日に契約を期限 

  前に終了させ、借入実行した140億円、 

  105億円は同日に期限前返済しました。 

１． 平成13年４月27日開催の取締役会 

  決議に基づき、平成13年５月14日を 

  払込期日とする第三者割当増資によ 

  り、新株式を次のとおり発行し、払 

  込は完了しました。 

  1．発行新株式数  額面株式5,000,000株 

  2．発 行 価 額        １株につき 2,265円 

  3．発行価額の総額       11,325百万円 

  4．資本組入額の総額        5,665百万円 

  5．配当起算日       平成13年３月１日 

  6．資金の使途       社債の償還 

 

１． 平成12年10月27日開催の取締役会 

    において、当社関係会社である株式 

    会社クレイフィッシュ（以下クレイ 

    フィッシュ）より受託し販売代理店 

    業務を行っておりましたヒットメー 

    ル事業に関し、クレイフィッシュへ 

    の業務の引継を行い、当該業務委託 

    契約を解消することを決議いたしま 

    した。 

     平成12年11月1日には、当社とクレ 

   イフィッシュとの間で当該案件に関 

   する契約締結を完了しており平成12 

   年12月1日までにクレイフィッシュへ 

   の業務引継完了を予定しております 

     この契約に伴い当社は、業務委託 

   契約の合意解約及び業務引継等に伴 

   う一時金として、35億円をクレイ 

   フィッシュより受領いたしました。 

２．平成12年２月29日開催の取締役会 

 決議により、下記のとおり第６回ユー 

 ロ円建て普通社債を発行しました。 

                                

 1．契約開始日       平成12年３月17日 

 2．発 行 総 額        50億円 

 3．発 行 価 額        額面100円につき100円          

4．利 率       年 1.10% 

 5．償 還 期 限       平成15年３月17日 

 6．償 還 価 額       額面100円につき100円          

２．平成13年５月15日開催の取締役会 

  決議に基づき、平成13年５月31日に 

  2005年満期ユーロ円建転換社債の発 

  行を予定しております。 

 1．発行総額 80億円 

 2．発行価額 額面金額の100％ 

 3．利    率 利息は付さないものとする            

 4．発行方法 特定海外投資家による 

              個別買取引受による私募 

 5．当初転換価額      2,378円 

6．償還期限  平成17年５月31日 

7．資金使途  運転資金 
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前中間会計期間 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年２月29日 

当中間会計期間 
自 平成12年９月１日 
至 平成13年２月28日 

前事業年度 
自 平成11年９月１日 
至 平成12年８月31日 

３．平成12年４月24日に平成11年11月 

   12日借入のシンジケートローンを全 

   額期限前返済しました。 

                                                              

４．平成12年４月21日に当社株式 

  45.82％保有の㈲光パワーより250億 

 円の借入を実行しました。 

                                                              

５．当社は、顧客動向及び採算性等を 

  勘案し専門ショップの出店計画を見 

  直し、下期において約900店舗の閉鎖 

  を行う予定であります。なお、現在 

  店舗の閉鎖を進めていることから、 

  これに伴う固定資産除却損等の金額 

  は未定であります。 

                                                              

 

(2）その他 

  （当中間会計期間） 

 平成12年９月８日付で、当社の関係会社である㈱クレイフィッシュ、同社代表取締役松島庸氏（平成13年５月18日付で 

   同社代表取締役を辞任しております）、同社の引受証券会社、更には当社に対して米国において訴訟が提起されていると 

    認識しております。原告の主張は、㈱クレイフィッシュが米国の株式市場ナスダックにおいて平成12年３月８日に株式公開し 

    た際の公募関係書類において、不十分若しくは誤解を招く情報開示がなされていたことにより、同社の株主が被ったと主張す 

    る経済的損害について被告らに責任がある、というものであると認識しております。なお、訴訟の目的の価額については、特 

    定されていないと認識しております。当社は弁護士等を交え、原告側の主張を分析中でございますが、現段階で判明している 

    限りにおいても、その主張に十分な根拠があるものとは思われません。今後、事実の正確な把握を含め、積極的に訴訟遂行し 

    ていく所存であります。 
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第６ 提出会社の参考情報 
 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及び
その添付書類 

事 業 年 度
（第13期） 

 自 平成11年9月 1日 
 至 平成12年8月31日 

平成12年11月30日 
関東財務局長に提出 

(2）臨時報告書   平成13年２月26日 
関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（提出会社の財政状態及び経営成績に著しい影響 
を与える事象の発生）に基づくものであります。 

   (3) 有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 
 

平成13年５月１日 
関東財務局長に提出 

(4）臨時報告書   平成13年５月16日 
関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（転換社債の発行）に基づくものであります。 

(5）臨時報告書   平成13年５月23日 
関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づくものであります。 
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第二部 提出会社の保証会社等の情報 
 

 

該当事項はありません。 
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